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Ⅰ－２ 浜崖後退抑止工の照査 

Ⅰ-2.1 浜崖後退の機構 

砂丘等の海側に発生する浜崖は、砂丘等前面の砂浜の侵食により砂丘等から海浜に砂が供給される状態にな

ると発生する。砂丘等は、漂砂の供給や地盤の上昇等により漂砂環境が堆積性の状態にある砂浜の後浜上に飛

砂による堆積が加わって標高を高めて形成されたものと考えられる。砂丘を構成する砂は自重によって締固め

られ、ほどよく水分を保持することにより発生するせん断抵抗が加わり、侵食されても安息角より切り立つ勾

配いわゆる浜崖を形成すると考えられる。 

波浪による浜崖の後退は、次のようなプロセスで進行すると考えられる。 

○プロセス（１）：沿岸漂砂あるいは岸沖漂砂の不均衡から浜崖前面の砂が漂砂として運び去られる状態に

なる。①前面砂浜の砂が運び去られると締め固まり切り立った勾配を形成している浜崖基部が露出し、そこに

波浪があたるようになる。 

○プロセス（２）：波浪で砂が飽和状態になり不飽和状態での表面張力に起因するせん断抵抗が失われる。

同時に波浪の波力や遡上流れが作用しせん断抵抗を失った浜崖基部の砂を漂砂として運び去る。②浜崖の切り

立った勾配斜面はカウンターウエイトとして機能していた下部の重量がなくなるとともに、斜面が切り立ちノ

ッチが形成される等して不安定になる。 

○プロセス（３）：③安定を失った浜崖急斜面は崩壊し、崩壊した砂が後退した急斜面の前面基部を覆う。

この土砂は浜崖斜面のカウンターウエイトとして機能するとともに波浪が急斜面を構成する土砂に直接あた

ることを防ぐ。しかし、沿岸あるいは岸沖漂砂の不均衡により運び去られる漂砂量が多い状態であるために、

急斜面前面を覆っている砂も波浪によって運び去られ、再び切り立った急斜面が露出して波浪があたる①の状

態になる。②→③→①を何度も繰り返すことにより浜崖の後退が進行する。 

○プロセス（４）：高波浪が去り、沖合・上手から浜崖急斜面前面の砂浜に供給される漂砂量が沖合や下手

に運び去る漂砂量を上回る状態になると、浜崖急斜面前面の砂浜が回復して浜崖急斜面を覆う。これにより波

浪が直接浜崖急斜面にあたりにくくなるとともに、急斜面のカウンターウエイトとして機能し浜崖を安定化さ

せる。 

浜崖の後退には、急斜面前面の砂が運び去られない状態に漂砂バランスを回復することが最も有効である

が、それが短期に望めない場合には、次善の策として①、②の状態を緩和する措置が有効と考えられる。これ

をサンドパックと養浜盛土で措置する工法が浜崖後退抑止工である。 
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図Ⅰ-2.1.1 浜崖の後退プロセス 

解  説 
 海岸砂丘は砂浜海岸の背後に形成される。漂砂の供給と波浪の作用、地盤の隆起あるいは海面の低下によっ

て形成された堆積性砂浜に風による飛砂の影響が加わり、後浜に飛砂が堆積して砂丘を発達させたものと考え

られる。これらの砂丘は海岸林や前面の砂浜と一体となって、波浪や津波、飛砂害、塩害から背後地を防護す

る役割を果たしてきた。このように形成された砂浜と砂丘からなる堆積性海岸が、何らかの要因により侵食性

海岸に変化し、砂浜が後退する状態になると砂丘まで侵食が及び浜崖が形成されるようになる。図Ⅰ-2.1.2

は野口ら 1)が作成した日本の長大砂丘と海岸侵食速度を重ねた図である。図から、多くの砂丘が海岸侵食の脅

威にさらされていることがわかる。 

 このような状態になった海岸においても、漂砂環境が堆積性とまではいかないまでも、侵食性の状態を脱し

て平衡に近い状態になれば、浜崖前面に砂浜を持ち、時々の高波浪で浜崖が後退する場合はあるが、概ね安定

した砂丘・砂浜・海岸林からなる自然の防護ゾーンを維持できると考えられる。浜崖後退抑止工は、このよう

な浜崖が形成された海岸の砂丘維持を支援する構造物である。 

 浜崖の後退は、崖面基部に波浪があたり砂を流し去ることによって進行する。浜崖の崖面基部をサンドパッ

ク積層体と背後の養浜盛土で保護することによって、浜崖の後退を抑止することが浜崖後退抑止工の機能であ

る。計画波浪の越波を防ぐことが基本となる一般的な護岸とは、計画波浪の越波を許容する点で性格が異なる。 
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図Ⅰ-2.1.2 我が国の長大砂丘の位置と海岸侵食速度 1) 

 

 
写真Ⅰ-2.1.1 浜崖の後退（台風通過前後） 

 

 
写真Ⅰ-2.1.2 後退中の浜崖 



第Ⅰ編 浜崖後退抑止工の性能照査・施工・管理マニュアル 
 Ⅰ-2 浜崖後退抑止工の照査 

Ⅰ-2-5 

 

Ⅰ-2.2 浜崖後退抑止工の被災機構 

浜崖後退抑止工の被災機構には、現地実験で以下の被災が確認されている。 

１）前面砂浜の侵食の進行に伴いサンドパック積層体の最下面サンドパックの底面地盤が低下し、サンドパ 

 ックが変形→袋材に作用する張力が増大→作用する張力が袋材の引張り強度を超え袋材が破損→破損箇 

所からサンドパック中詰材が流出→サンドパック積層体の天端高が低下→背面養浜盛土が流失。 

２）浜崖後退抑止工施工端隣接部で侵食・浜崖後退が発生→施工端から背面養浜盛土が流失→施工端のサン 

ドパック積層体が浮き上がり変形→サンドパック袋材に作用する張力が増大→張力がサンドパック袋材 

強度を超えて袋材が破損 

３）サンドパック積層体背面に越波した波が引波時に施工端に集中し、背面養浜盛土が流失。 

水理実験からは以下の被災が確認されている。 

４）サンドパックの突合せ部から引波時に背面養浜盛土が吸い出される。 

海外の文献からは、以下の被災が確認されている。 

５）重量不足によりサンドパックが流失 

これらの被災機構を踏まえた照査を実施する必要がある。 

解  説 

１）前面砂浜の侵食の進行に伴いサンドパック積層体の最下面サンドパックの底面地盤が低下し、サンドパッ

クが変形した事例 

 
写真Ⅰ-2.2.1 海浜の短期的地形変化による地盤低下による下層の破損と上層の変形破損 

 

写真Ⅰ-2.2.1 は、2 段積みサンドパックが設置されていた海岸の微地形（バームやカスプ等）の短期的な

地形変化により、下段サンドパック前面の地盤が低下し、それに追随して上段・下段のサンドパックが変状し

上段・下段ともサンドパック上面の袋材に強度を上回る張力が作用したため破損した事例である。下段サンド

パックでは中詰材を小分け充填している大型土嚢が地形変化に追随して外袋内部で前傾し、外袋材を張力で破

損させるとともに転倒・露出した。下段サンドパックの変形・破損に追随し、上段サンドパックでも前傾する

変形が起こり、上面の袋材が張力により縫合部から破損した。 
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２）浜崖後退抑止工施工端隣接部で侵食・浜崖後退が発生に起因する破損 

 

写真Ⅰ-2.2.2 施工端の侵食が進行し背面養浜盛土に及んだ様子 

 

写真Ⅰ-2.2.2 は浜崖後退抑止工端部に隣接した海岸が侵食し、侵食がサンドパック積層体背後の養浜盛土に

及んだ状況である。サンドパック積層体端部から侵入した波が背面養浜盛土に直接あたるようになり、その引

波時に養浜盛土土砂が持ち去られている。サンドパック積層体端部においては、積層体部分の小口止めのみな

らず養浜盛土まで含めた端部処理が必要である。 

 

３）サンドパック積層体背面に越波した波が引波時に施工端に集中し、背面養浜盛土が流失する事例 

 

写真Ⅰ-2.2.3 サンドパック破損部が端部の効果となり背後盛り土が流出した例 

 

写真Ⅰ-2.2.3 は、1 段積みサンドパックの一つで袋材が破損し、サンドパックから中詰材が流失して天端

高が大きく低下した際に見られた被災状況である。天端高が低下したサンドパック部分から背面養浜盛土が抜

けて、サンドパック背後に波が出入りするようになり、サンドパック積層体端部の侵食に伴う被災と同様の状

態になった。写真Ⅰ-2.2.4 は同じ場所のサンドパックを定点カメラで撮影したものであり、サンドパックを

越波した波が引波時に天端低下部分に集中している様子が捉えられている。 
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写真Ⅰ-2.2.4 サンドパック破損箇所からの波の侵入と背面養浜盛土の流失 
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４）サンドパック突合せ部からの背面養浜盛土吸出し 

  
写真Ⅰ-2.2.5 突合せが悪い場合に生じる局所的な侵食（左；盛土上から，右；正面から） 

 

サンドパックの突合せ部分が写真Ⅰ-2.2.5 に示したように不適切であると越波時に養浜盛土が吸い出され

る。このような突合せ部分における吸出しが進行すると、天端を越えた波浪の戻り流れが吸出しで低下した部

分に集中することになりその流体力によってサンドパックが沖側へ押し流されることが水理模型実験で確認

されている（写真Ⅰ-2.2.6）。 

 
写真Ⅰ-2.2.6 突合せ部分からの背面土砂流出による被災の例（水理模型実験） 

(a)土砂流出による穴の形成、(b)背面からの戻り流れによるサンドパック流出 

 

(a) (b)
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一方、写真Ⅰ-2.2.7 に示すように突合せ部を押しつけて作成した場合には、天端の不陸が最小限に抑えら

れ越波による侵食も小さい。 

  

写真Ⅰ-2.2.7 突合せが密な場合（左；盛土上から，右；正面から） 

 

５）重量不足によりサンドパックが流失 

 チューブ型のサンドパックでは報告されていないが、土のう型のサンドパックで護岸を構築した場合に重量

不足が原因で被災した例がナミビア共和国やアラブ首長国連邦で報告されている。これらの事例では、いずれ

もⅠ-2.6で扱うハドソン式を準用した所要重量の算定方法で求まる重量よりも軽いサンドパックが使われてい

たことがわかっており、適切な照査が実施されていれば防げた被災と考えられる 2)。 
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Ⅰ-2.3 要求性能（目的達成性能）の設定 

浜崖後退抑止工の目的達成性についての要求性能は、性能１または性能２を設定する。性能１の限界状態は、

想定する作用によって生じる浜崖後退抑止工の変形・損傷が、浜崖の後退を防止・抑止する機能を確保できう

る限界の状態とする。性能２の限界状態は、想定する作用によって生じる浜崖後退抑止工の変形・損傷が、修

復を容易に行いうる限界の状態とする。 

性能１の照査は、Ⅰ-2.4～Ⅰ-2.10、Ⅰ-3 により行うことを基本とする。Ⅰ-2.9 で計画波浪うちあげ高とサン

ドパック積層体の天端高、背後の養浜盛土の幅、バームの勾配から浜崖の後退量を評価する。Ⅰ-2.8 では法勾

配を設定し、供用時及び L1 地震時のすべりの安全性を評価する。Ⅰ-2.5、Ⅰ-2.6 では周長・充填率と波力に対

する安定性からサンドパックの所要質量・大きさを評価する。Ⅰ-2.7、Ⅰ-2.10 では地盤低下、吸出し、施工端

部からの背後養浜土砂の抜け出しに対する安全性を評価する。サンドパック袋材の照査に関してはⅠ-3 で行

う。 

性能２の照査は、性能１の照査に加えて修復性の観点から、サンドパック積層体が自立構造であること、背

後の養浜盛土を修復できる幅がサンドパック積層体と浜崖の間に確保されていることを確認する（Ⅰ-2.11）。

Ⅰ-3.11 では袋材に発生した損傷が静置状態で拡大しないことを確認する。 

設計の手順から考えた場合、照査は、浜崖後退抑止工の照査とサンドパック袋材の照査に分けることができ

る。浜崖後退抑止工の照査は、設計の横断面図、平面図を作成する段階にあたる。この中で波力や土圧・地震

動等に対して必要なサンドパックの大きさ・重量等の諸元も設定されることになる。サンドパック袋材の照査

は、浜崖後退抑止工の照査で設定された横断形状やパック諸元、目標寿命、摩耗外力等の設置環境からサンド

パック袋材の強度が満足するか確認するとともに、施工方法等で決まる施工外力に対しての安全性の確認、そ

の他劣化の影響、環境への影響について確認することになる。 

解  説 
 表Ⅰ-2.3.1 および図Ⅰ-2.3.1 に目的達成性能で想定される要求性能の設定と照査項目について示す。 
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表Ⅰ-2.3.1 目的達成性能で想定される要求性能の設定と照査項目 

要求性能 浜崖後退抑止工

の限界状態 
構成要素 構成要素の限界状態 照査項目 照査方法 

性能１ 想定する作用に

よって生じる浜

崖後退抑止工の

変形・損傷が、

浜崖の後退を防

止・抑止する機

能を確保できう

る限界の状態 

サンドパ

ック積層

体 

波力や土圧（L1 地震

動含む）・残留水圧

に対して有害な変形

を生じない（サンド

パックが移動しな

い・吸出し起きる隙

間が空かない） 
浜崖後退量が許容量

以下となる 

高さ ①うちあげ高・限界積

層高 
②浜崖後退量 

根入れ ③地盤低下量照査 

施工端・

吸出し 
③施工端・突合せ処理

土圧・残

留水圧安

定性 

③安定照査 

波力等安

定性 
④重量照査 

背後養浜

盛土 
越波による洗掘・変

形が生じても浜崖の

後退抑止に必要な高

さ（積層体天端高）

を維持する。 
吸出しが起きない 
浜崖後退量が許容量

以下となる 

浜崖後退

量 
②浜崖後退量 

サンドパ

ック袋材 
施工時に袋材に作用

する張力によって袋

材が破れない 
目標とする寿命の期

間に劣化により低下

した強度で積層体の

状態で作用する張力

によって袋材が破れ

ない 
人為的切創・燃焼・

漂流物で袋材に穴が

あいても穴が拡大し

ない 

初期強度 ⑥初期強度照査 
劣化後強

度 
⑤劣化後強度照査 

損傷拡大

防止 
⑦損傷拡大抵抗性試験
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表Ⅰ-2.3.1 目的達成性能で想定される要求性能の設定と照査項目 

要求性能 浜崖後退抑止工

の限界状態 
構成要素 構成要素の限界状態 照査項目 照査方法 

性能２ 想定する作用に

よって生じる浜

崖後退抑止工の

変形・損傷が、

修復を容易に行

いうる限界の状

態 

サンドパ

ック積層

体 

万が一一部のサンドパ

ックの袋材が損傷し背

面養浜盛土が流失した

場合でも、養浜盛土の

修復に対して有害な変

形を生じない（自立構

造であること） 

高さ ①うちあげ高・限界

積層高 

根入れ ③地盤低下量照査 

施工端・

突合せ処

理 

③施工端・突合せ処

理 

土圧・残

留水圧安

定性 

③安定照査 

波力等安

定性 
③重量照査 

背後養浜

盛土 
養浜盛土が流失しても

修復可能であること 
養浜盛土

幅 
②養浜盛土修復施工

性照査 
サンドパ

ック袋材 
施工時に袋材に作用す

る張力によって袋材が

破れない 
目標とする寿命の期間

に劣化により低下した

強度で積層体の状態で

作用する張力によって

袋材が破れない 
人為的切創・燃焼・漂

流物で袋材に穴があい

ても穴が拡大しない 

初期強度 ⑥初期強度照査 

劣化後強

度 
⑤劣化後強度照査 

損傷拡大

防止 
⑦損傷拡大抵抗性試

験 

性能３ 想定する作用に

よって生じる浜

崖後退抑止工の

変形・損傷が、

周辺海域の利用

への致命的な影

響を防止しうる

限界の状態 
目標寿命期間経

過後、適切な点

検により更新時

期を見逃さない

状態 

サンドパ

ック単体 

変形によって崩れたサ

ンドパックが波浪によ

って沖合に流失しない

波力によ

る沖合流

失 

④重量照査 

サンドパ

ック袋材 
目標とする寿命の期間

に劣化により低下した

強度で単体の状態で作

用する張力によって袋

材が破れない 
漂流物で袋材に穴があ

いても穴が拡大しない

目標寿命期間経過後、

適切な点検により更新

時期を見逃さない 

劣化後強

度 
⑤劣化後強度照査 

損傷拡大

防止 
⑦損傷拡大抵抗性試

験 
劣化点検 ⑧劣化状態の点検体

制 
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図Ⅰ-2.3.1 浜崖後退抑止工で必要となる照査項目 
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Ⅰ-2.4 浜崖後退抑止工の設計手順 

浜崖後退抑止工を設計する際には、図Ⅰ-2.4.1に掲げるフローで諸元の設定及び照査を実施することを標準

とする。 

 

図Ⅰ-2.4.1 浜崖後退抑止工の設計手順 
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（１）サンドパックの諸元（高さ・幅・重量）設定 

１）サンドパック諸元の設定（Ⅰ-２．５）袋材周長・充填率・延長 

 →高さ・幅・重量 

（２）計画波浪波力安定性照査 

１）斜面上サンドパックの所要質量（Ⅰ-２．６） 

２）法肩サンドパックの所要質量（Ⅰ-２．６） 

３）単体で沖合流出しない諸元（Ⅰ-２．６） 

（３）浜崖後退抑止工断面形状設定 

 １）サンドパック積層体自立性照査（Ⅰ-２．７） →積層体天端高 

 ２）サンドパック積層体根入れ照査（Ⅰ-２．７） →積層体根入れ高 

 ３）浜崖後退抑止工修復性照査（Ⅰ-２．１１） →養浜盛土幅 

   ４）浜崖後退抑止工の安定性照査（Ⅰ-２．８） →法勾配、養浜盛土高 

   ５）浜崖後退量照査（Ⅰ-２．９） →養浜盛土幅・積層体天端高 

   ６）吸出し照査（Ⅰ-２．１０） →突合せ部処理 

（４）浜崖後退抑止工平面形状設定 

 １）施工端照査（Ⅰ-２．１０） →平面形状・施工端処理 

 

解  説 
 浜崖後退抑止工の諸元設定・設計は、（１）サンドパックの諸元設定、（２）計画波浪に対する安定性照査、

（３）浜崖後退抑止工断面形状の設定、（４）浜崖後退抑止工平面形状の設定の四つの段階に分けることがで

きる。（１）サンドパックの諸元設定では、袋材周長と充填率からサンドパックの諸元（高さ・重量）を仮設

定する。（２）仮設定した諸元のサンドパックが、計画波浪による波力に対して安定性を満足するか照査する。

満足していなければ（１）に戻りサンドパック諸元の仮設定を見直し、再度波力に対する安定性を照査する。

（３）浜崖後退抑止工の断面形状設定では、（１）、（２）で設定したサンドパックを使った積層体の安定性

と背面養浜盛土を合わせた抑止工全体の断面としての安定性を照査するとともに、目的達成性能である浜崖後

退抑止量の照査を行い、横断面形状を設定する。（４）浜崖後退抑止工平面形状設定では、浜崖後退抑止工の

破壊機構の１つである施工端からの養浜材流失について照査する。（３）で照査する浜崖後退量抑止量で決ま

る岸沖方向位置と合わせて平面形状が設定されることになる。各諸元の設定法及び照査法はⅠ-２．５以下に

述べる。サンドパック諸元、断面形状、平面形状設定とともに重要なサンドパック袋材のスペック設定のため

の照査法についてはⅠ-３で述べる。 
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Ⅰ-2.5 サンドパック断面諸元の設定 

（１）設定の考え方 

浜崖後退抑止工に用いるサンドパックは、計画波浪に対して十分な波力安定性を有する断面諸元とする必要

がある。断面諸元は袋材の周長 L と充填率 f（断面積比で定義）で決まるが、移動変形に対する抵抗力を効率

的に発揮できる充填率許容範囲（65～80％）があるので、充填率がこの範囲内となるよう照査・施工管理を行

うことを標準とする。 

周長 L と充填率許容範囲をもとにサンドパックの断面諸元を仮設定し、Ⅰ-2.6 波力に対する安定性照査で所

要質量を満足しているか照査し、所要質量を満足していなければ所要質量を満足するよう周長を大きくして再

照査することを標準とする。 

 

（２）サンドパックの充填率の定義 

袋材の周長が L (m)のサンドパックの充填率 f (%)は、充填後の断面積 Af (m
2)の真円断面積 A0 (m2)（（2.5.1）

式で算出可能）に対する割合（2.5.2）式で定義する。充填率が高くなるほど断面形状が真円に近づくとともに

断面積も大きくなり、真円となった時に断面積が最大となる（図Ⅰ-2.5.1）。 

 

図Ⅰ-2.5.1 充填率と断面形状の関係 

 

4

2

0

L
A   [m2]                         (2.5.1) 

100
0


A

A
f f

   [%]                    (2.5.2) 

中詰材充填後の断面積 Af (m
2)は、Namias の式を直接解いた形状を仮定して算出することを標準とする。 
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（３）充填率許容範囲 

サンドパックの移動抵抗力を効率よく発揮できる充填率の範囲である充填率許容範囲は、65～80％を標準と

する。 

 

（４）施工管理と施工許容範囲 

現場では、サンドパックの断面形状・断面積を直接測定することは煩雑かつ困難である。このため、Ⅰ-4.2 

サンドパックの充填率管理に示すとおり、施工管理はサンドパックの高さと幅を測定し、これらが施工許容範

囲を満足しているか確認することにより行う。 

実際のサンドパックは、理論では考慮されていない袋材の伸びが袋材の種類に応じて発生し、中詰材が

Namias の式で前提としているスラリー状態ではないため、高さ・幅等の形状が理論値のとおりになるとは限

らない。これらを考慮して、サンドパックメーカーは、責任をもって入念な施工実験を行い幅と高さの実態デ

ータを集積した上で、幅と高さの施工許容範囲を設定しなければならない。 

 

（５）性能評価における充填率等の扱い 

共同研究におけるサンドパックの施工実験実績の幅と高さから充填率のバラツキ幅を整理すると 67％～

72％程度であった。しかし、性能照査で用いる充填率と中詰材の密度は、照査の目的に応じて、サンドパック

の性能を過大評価することがないよう設定することを標準とする。たとえば、サンドパックの安定数 Ns を用

いて波力に対する所要質量を算定し、それを上回る重量が確保されているか照査する際には、中詰材の密度は

15kN/m3、充填率は 65%を設定する。袋材の張力算定においては、中詰材の密度は 19kN/m3、充填率は 80％を

設定する。 

解  説 
（１）チューブ型サンドパックの形状の算定方法 

充填率を算定するためには、断面積をできるだけ正確に算定することが重要である。チューブ型サンドパッ

クの断面は、重力の作用等により単純な楕円とはならない。その断面形状は、袋材に働く張力と内圧のつり合

い関係に基づいて算定することができる 3),4)。ここではその方法を例示する。 

周長 L (m)のサンドパックの袋材に働く張力を T (kN/m)、中詰材の単位体積重量を γint (kN/m3)として、張力

を式(2.5.3)のとおり無次元化すると、袋材に働く張力と内圧のつり合い関係は微少な範囲で考えれば式(2.5.4)

で表すことができる（図Ⅰ-2.5.2）。 

     2
intL

T
t


                               (2.5.3) 

      
ds

d
tp


                                (2.5.4) 

ここに、 

θ：水平面に対するサンドパックの接線の角度 

   s：原点からサンドパックに沿った距離（周長で無次元化） 

   p：サンドパック内部から袋材に働く圧力（圧力を γintL で割って無次元化） 
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 中詰材の単位体積重量 γint (kN/m3)は、「耐候性大型土のう積層工法」設計・施工マニュアル 5)における砂質

土の扱いを準用して、性能を過大評価しないように 15kN/m3か 19kN/m3のいずれかを使う。例えば、波浪安定

性について照査する場合には、安定性が低くなる 15kN/m3を用い、袋材に働く張力について照査する場合には、

張力が高くなる 19kN/m3を用いる。 

 Namias(1985)3)に従えば、このときの袋材の x, y 座標は式(2.5.5)、式(2.5.6)で、無次元化されたサンドパック

の底面接地長 b,高さ h およびサンドパックの幅 w はそれぞれ、式(2.5.7)、式(2.5.8)、式(2.5.9)で近似することが

できる。 

x

y

h

pbot

p top
p (x)

b

w

θ(s)
s

p(x)

ds

θ(s)

t(s)

(1) 断面形状 (2) 袋材の拡大図

 

図Ⅰ-2.5.2 チューブ型サンドパックの断面形状と作用力（Namias3）より） 
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         12  botpkEkK                          (2.5.11) 

ここに、 

 pbot:サンドパック底面における内部圧力（圧力を γintL で割って無次元化） 

 kF , ：第 1 種不完全楕円積分 

),( kE  ：第 2 種不完全楕円積分 

K(k)：第 1 種完全楕円積分 

E(k)：第 2 種完全楕円積分 
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 式(2.5.5)、式(2.5.6)を用いて、いろいろなφに対する x と y の組み合わせを求めれば形状を求めることができ

る。ここで必要となる変数 k は式(2.5.10)によって定義されるものであり、式(2.5.11)で求めることができるが、

Namias(1985)3)によって提案されている次のような方法で近似値を求めることもできる。 

 

１）pbot > 0.34 のとき 

        
botbotbot ppp

k 3322
2

8

3

2

32


                    (2.5.12) 

 この方法で求まる k の式(2.5.1)で求まる k に対する誤差は 2%以下とされている 3)。また、周長 L で無次元化

されたサンドパック底面の接地長さ b,およびサンドパックの幅 w はそれぞれ、式(2.5.13)、式(2.5.14)で近似で

きる。 

 
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２）pbot < 0.34 のとき 

  







 2

1
exp1612

botp
k                       (2.5.15) 

 この場合、完全楕円積分 K(k)は次の式(2.5.16)で、E(k)は 1 でそれぞれ近似でき、これを使って式(2.5.7)、式

(2.5.9)からサンドパックの底面接地長 b と幅 w を求めることができる。 

        
21

4
ln

k
kK


                                (2.5.16) 

 

図Ⅰ-2.5.3 は、周長 9.5m、10m について式(2.5.8)を直接解いて求めた結果と、式(2.5.11)で求めた変数 k と

式(2.5.12)、式(2.5.15)による近似式で求めた変数 k を用いてサンドパック高さを算定した結果の充填率と高さ

の関係を図示したものである。図から充填率 16%から 75%までは両者に差がないこと、（３）で後述する充填

率許容範囲である 65～80％の範囲でも高さで 10cm 未満の差であることがわかる。形状の算定法はいずれの方

法も煩雑であることから、簡易な方法として楕円を仮定して幅と高さから断面積を求めることが考えられる。

これがNamiasの式(2.5.8)、式(2.5.9)を直接解いた形状から算出した場合とどの程度差が生じるのか調べるため、

楕円を仮定して断面積・充填率と高さを求めた場合の曲線を図Ⅰ-2.5.3に赤線で重ねてプロットした。その結

果を見ると、高さを同じにした場合、楕円仮定では充填率を小さく見積もってしまうことがわかる。同じ充填

率にしたつもりで高さを管理する場合、20cm 近くの差が出てしまう。以上より、充填率の算定や管理のため

には形状を楕円と仮定してはならず、Namias の式を直接解いたものを用いることを標準としたものである。 
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図Ⅰ-2.5.3 サンドパックの充填率と高さ 

 

（２）チューブ型サンドパックの充填率許容範囲 

上述の算定式によれば、内圧（充填率）を変えれば任意の高さのサンドパックを製作することも可能である

が、チューブ型サンドパックの変状形態は、充填率約 77％を境界に変わるので、注意が必要である。 

 波浪などによって水平方向に力が作用すると、サンドパックの内部に滑り面が形成されそれよりも外側の中

詰材が滑り面に沿って流動する内部転動（internal rotation）を起こすことで、サンドパックがキャタピラのよ

うな形で動くことがある。このとき滑り面で囲まれたコアの部分の中詰材は動かず、接地面が形成される（図

Ⅰ-2.5.4）。 

bb

流体力の作用方向

内部の砂が動くことで、
袋詰工全体が動く

滑り面の形成

 

図Ⅰ-2.5.4 サンドパックの中詰材の流動の模式図 

 

こうした内部転動に対する抵抗力は 1m の単位長さあたりでは式(2.5.17)で表現される 6) ,7)。 

 

       tan'5.0 2
bv bM                         (2.5.17) 

 ここに、 

 M：内部転動に対する抵抗モーメント（kN） 

 σv’：鉛直有効応力（kPa） 
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  ：中詰材の内部摩擦角 

 bb：底面の接地長（m） 

 

中詰材の充填率が高くなれば、鉛直有効応力は大きくなるが、底面の接地長は式(2.5.18)に示すとおり小さく

なるため 7)、単純に抵抗モーメントが大きくなるとは限らない。 

 

   2146.0 f
L

bb                           (2.5.18) 

  ここに、 

L：サンドパックの周長（m） 

   f：充填率（充填率 100%すなわち断面形状が真円のときに対する面積比） 

 サンドパックの充填率 65%から 95%の範囲では底部周辺における鉛直有効応力の最大値 σv’,max と上部に存在

する中詰材の量から求めた鉛直応力の計算値 σv’,calcの間に対して式(2.5.19)で表せることがわかっている。7) 

         2
,

max,

1

1.0
1

'

'

fcalcv

v







                         (2.5.19) 

式(2.5.17)は式(2.5.18)、式(2.5.19)より次のとおりあらわせる。 

      tan1'11.0 22
, fLM calcv                   (2.5.20) 

 ここで、サンドパックの頂部の高さを h、中詰材の単位体積重量を γ、海水の単位体積重量を γwとして、没

水状態で水平方向の波力 F がこの半分の高さに働くとすれば、  hwcalcv  ,' より、 

  
2

h
FM                                       (2.5.21) 

        tan121.0 22
, fLF wrh                  (2.5.22) 

 一方で、水平方向の波力による滑動に対する抵抗力 Fh,sは、下記のとおり。 

   gssh WF  tan,                          (2.5.23) 

 ここに、W：サンドパックの水中重量（kN）, gs ：底質とサンドパックの間の摩擦角（°） 

 ここで W は周長 L と充填率 f から求めることができ、周長 L を 10m、中詰材の単位体積重量γと海水の単

位体積重量 γWをそれぞれ 15kN/m、10kN/m、中詰材の摩擦角 tan と底質-サンドパック間の摩擦角 gstan
を

それぞれ、0.7、0.5 とすれば、式(2.5.22)と式(2.5.23)から得られた抵抗力と充填率の関係の例を図示すると図

Ⅰ-2.5.5 のとおりとなる。充填率約 76%以下では滑動に対して弱く、77%以上では内部転動に対して弱くな

ることから、サンドパックの充填率はおよそ 76～77%程度の時が最も安定性が高い。サンドパックの滑動と内

部転動による移動抵抗を効率的に発揮できる充填率の範囲を充填率許容範囲と呼ぶこととし、図Ⅰ-2.5.5 から

65～80％と定めることとした。 
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図Ⅰ-2.5.5 内部転動および滑動に対する抵抗力と充填率の関係 

（L:10m, γ:15kN/m3, γw:10kN/m3, tanφ:0.7, tanφs-g:0.5 で計算） 

 

（３）施工許容範囲 

実際の現場では、充填率算出に必要な断面積を直接計測することはできない。現場の出来形管理として測定

可能な諸元は、高さと幅である。また、袋材の伸びや中詰材がスラリーでないこと等 Namias の理論では考慮

していない要素があることから、Ⅰ-4.2 で示すとおり出来高に幅が発生する。さらに、サンドパックは厳密な

出来高精度を要求すべき構造物ではなく出来高に幅を許容する構造物であること等を踏まえ、施工時の目標と

出来高管理のために、充填率許容範囲を満足する範囲内で幅と高さの範囲を施工許容範囲として定めることと

した。袋材の伸びは袋材の材質や種類によって異なり、出来高の幅も施工方法によって異なると考えられるた

め、施工許容範囲は、実物大の施工実験等実績を積み上げて袋材メーカーが責任を持って定める事項と整理し

た。 
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Ⅰ-2.6 波力安定性の照査 

サンドパックの波力安定性は、計画波浪以下の波浪に対して単体質量がサンドパックの設置場（法肩、斜面）

に応じた所要質量以上であることを照査することを標準とする。性能３が要求される場所では、砂浜上に単体

で置かれた状態で沖合に流失しない質量とすることを標準とする。 

所要質量算定手法は、（１）水理模型実験に基づく波浪からの算定法、（２）流体力学による算定法のいず

れかによっておこなうことを標準とする。 

（１）水理模型実験に基づく波浪からの質量算定法 

 １）波高－所要質量関係式による算定法 

安定数 Ns は積層勾配を用いたサーフ・シミラリティパラメータ ξ0を用いた整理と 

積層体高／沖波波高（hc／H）を用いた整理の両方で照査する。 

 ２）波浪と海浜断面勾配を再現した縮小模型実験による確認 

（２）流体力学による算定法 

 １）流体場の諸量を用いた算定式 

 ２）中詰材の移動を考慮した算定法 

解  説 

（１）概要 

浜崖後退抑止工を構成するサンドパック積層体には、波浪による波力と斜面を遡上もしくは流下する海水に

よる流体力が作用するため、浜崖後退抑止工を構成する一つ一つのサンドパックがこれらに対して安定である

必要がある。法肩部に位置するサンドパックは、上載荷重がなく無く下層のサンドパックよりも移動しやすい

と考えられるので、法肩部のサンドパックの安定性も照査しなければならない。この照査の段階では、サンド

パックの積層体構造（のり勾配、設置高）を仮決めしておく必要があるが、前面のり勾配は前面の砂浜が回復

した後にサンドパック前面が飛砂で覆われることを期待するため、砂の安息角程度１：１．７より急にし、間

知積みの上限である１：０．５よりは緩くすることが考えられる。 

水理模型実験による照査手法としては、傾斜堤の斜面被覆材の所用質量算定式として使われているハドソン

式（Hudson formula）を準用した方法が挙げられ、力学的照査手法としては、サンドパックに働く流体力・慣

性力を算定して滑動や転動の発生を確認する手法が挙げられる。これらについては以降の（２）、（３）で例

示・解説するが、いずれの手法も長所と短所を有するので、照査対象となるサンドパックの形状や浜崖後退抑

止工の構造に応じて適切にこれらを使いわけると良い。 

また最近では、中詰材の移動によるサンドパックの変形も波浪等に対する安定性に影響を与えることが分か

ってきているので、この点について（４）で例示・解説する。さらに（５）では、浜崖後退抑止工を構成する

サンドパック積層体が崩れてしまった場合にも、海中に引き込まれることだけは避けるよう漁業者等から求め

られる（性能３を要求される）場合に必須となる照査について述べる。 

なお、所用質量算定式と力学的照査手法のどちらについても、水理模型実験によって諸係数を求めているこ

とに変わりはない。現段階ではサンドパックの変形特性を十分に再現するための相似則の扱い方が確立されて

いるわけではないため、本マニュアルで示す各係数は例示に過ぎず、知見の蓄積により今後更新される可能性

があることに注意する必要がある。 
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（２）水理模型実験に基づく波浪からの所要質量算定法 

１）波高－所要質量関係式による算定法 

海岸保全施設の技術上の基準・同解説 8)では波力を受ける傾斜構造物の表法面の斜面被覆材の所用質量算定

式としてハドソン式が例示されており、この考え方を準用してサンドパックの所用質量算定式を構築すること

ができるので、以下に例示する。 

照査しようとする浜崖後退抑止工を模した水理模型実験を実施して変数を定めれば、サンドパックの所用質

量は次式であらわすことができる。 

 

         


cot1 3

3




rD

r

SK

H
M                            (2.6.1) 

 

 ここに、 

   M：サンドパックの所用質量(t) 

   ρr：サンドパック全体の密度 (t/m3) 

H：設計計算に用いる波高(m) 

KD：サンドパックの形状・材質及び被害率などによって決まる定数 

Sr：サンドパック全体の海水に対する比重（ρr/ρ0） 

ρ0：海水の密度(1.03 t/m3) 

α：斜面が水平面となす角（サンドパック積層体の海側斜面勾配） 

 ここで αをサンドパック積層体の海側斜面勾配としているので、波高 H としては堤前波高を用いるのが理想

ではあるが、水理模型実験の都合上、堤前波高を計測できない場合には、沖波波高を用いて実験結果を整理し

ても構わない。ただしその場合には、設計に用いる波高も堤前波高ではなく、実験条件に対応するような適切

な位置の波高を用いねばならない。以降に示す NS値や CW等についても、既往の値を用いる場合には、その値

がどの波高で実験結果を整理して求められたかをよく確認したうえで、設計計算に用いる波高を決定する必要

がある。 

 また、KDの代わりに安定数 NSを用いれば次式であらわすこともできる。 

 

    33

3

1


rs

r

sN

H
M


                        (2.6.2) 

 

 このとき、 

     cot3
Ds KN                                   (2.6.3) 

 

 これまでに海外で実施されてきた模型実験によれば、サンドパックの安定数 Ns は作用する波長に依存する

ことが分かっており、式(2.6.4)に示すサーフ・シミラリティパラメータ(surf similarity parameter ) ξ0を用いて式

(2.6.5)の通りあらわすことができる。 
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0
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/

tan
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                   (2.6.4) 

 

   0

3/1

1 
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H
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







                (2.6.5) 

 ここで L0は深海波長(m)。 

 

 水理模型実験結果から求めた Ns 値と ξ0 を状態別（安定、半安定、不安定）に印を変えて図Ⅰ-2.6.1 のよ

うにプロットし，図からサンドパックの安定と不安定の境界となる CW を求めれば，実験で用いた波浪・地形

条件等の範囲内であれば任意の波浪条件における所用質量を式(2.6.5)より求めることができる。ただし、サン

ドパックの密度 ρrについては、実験結果を整理して安定境界を求める際には実験で用いた値を使うものの、所

要質量を算定する際にはⅡ-2.5 で述べたとおり安定性の過大評価を防ぐために 1.53(t/m3)（単位体積重量

15kN/m3に相当）を使うものとする。 

 図Ⅰ-2.6.1は渡辺ら 9)が宮崎海岸への浜崖後退抑止工の設置を想定して実施した水理模型実験結果である。

これによれば，チューブ型のサンドパックのもたれ式については CW = 9.5 を用いる必要があるが，より安定な

形状であるチューブ型自立式のサンドパックや箱型自立式のサンドパックについては CW = 18.0 を用いて設計

することも可能であることがわかる。サンドパック積層体を自立構造標準とした理由の１つがここにある。 

 

 
 

図Ⅰ-2.6.1 水理模型実験結果によるサンドパックの安定数 Ns（波長と積層勾配を重視）9)  
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 法肩に位置するサンドパックについては、安定数 Ns はサーフ・シミラリティパラメータ ξ0よりも、水面か

らの天端の高さ hc によく対応することが指摘されており、式(2.6.6)に示すような関係式で Ns を求めることも

提案されている 10)。 

 

     H

h
ba

MS

H
N cr

r
s 











3/1

1


                      (2.6.6) 

  

ここに、a, b は水理模型実験の結果より図Ⅰ-2.6.2 に示すように、安定境界となる直線の切片および傾き

として求めることができる。浜崖後退抑止工の被災は越波状況にも依存することがわかっているので，この照

査は法肩サンドパック照査であると同時に天端高・波高比に着目した照査としても有効と考えられる。ハドソ

ン式を準用した式(2.6.5)に基づいて水理模型実験結果を整理した図Ⅰ-2.6.1 による照査のみでは潮位の影響

を考慮できないので、式(2.6.6)に基づいて水理模型実験結果を整理する照査も合わせて実施する必要がある。 

 

 
図Ⅰ-2.6.2 水理模型実験によるサンドパックの安定数 Ns（潮位を重視）9) 
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所用質量算定式による照査手法は、サンドパックの具体的な移動メカニズムが完全に解明されていない場合

でも、水理模型実験の結果からサンドパックの安定性を経験的に求めることができる。そのため、サンドパッ

クの形状や構築される浜崖後退抑止工の構造が複雑で、波浪を受けたときの挙動がよくわからない時には有用

である。海外ではサンドパック工法の導入初期から適用されてきた手法であり、KD, NS, CWなどの変数が既に

多く提示されているが（例えば Pilarczyk7)）、それらの変数を用いる場合には、前提となっているサンドパッ

クの形状や波浪条件等が照査しようとしている条件に適合することを確認せねばならない。また文献では、所

用質量ではなく代表径 D = (M / ρr)
1/3や有効被覆厚で算定式が記載されている場合もあるが、それらは特定のサ

ンドパックの形状を仮定したうえで設計上扱いやすいパラメータに算定式を変換したものであるので、仮定さ

れているサンドパックの形状がこれから照査しようとしているサンドパックの形状に合致するか否かを確認

したうえで使用する必要がある。 

なお、図Ⅰ-2.6.1、図Ⅰ-2.6.2 は、規則波の水理実験結果を整理したものであることから、不規則な波が来

襲する現場の所要質量を求める場合には、波浪の取り方に注意を要する。計画波浪は原則有義波で設定されて

いるので、図Ⅰ-2.6.1、図Ⅰ-2.6.2の結果を用いて所要質量を算定する場合にはＨに有義波そのものを用いる

のではなく、サンドパックの移動を決める波高を用いる。図Ⅰ-2.6.1、図Ⅰ-2.6.2の水理模型実験結果によれ

ば、サンドパックの移動は単独の波で決まるわけではなく、波が何度もあたることで移動に至る。それを踏ま

えると、有義波を用いる場合には時化の間に 20 回程度来襲する波高に換算することが適当と考えられる。波

高の確率密度関数が Rayleigh 分布、外洋を想定して平均周期 Tm=12.5s の時化が 2 時間来襲すると仮定した場

合、20 回程度来襲する波高以上を平均した波高と有義波 H1/3の比を試算した結果が図Ⅰ-2.6.3である。規則

波の実験結果を整理した図Ⅰ-2.6.1、図Ⅰ-2.6.2を用いて所要質量を求める場合には計画波浪を 1.4 倍した波

高の Ns を用いることを推奨する。 

 

図Ⅰ-2.6.3 H(20 回超過平均)／有義波 H1/3の試算結果 
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２）波浪条件を再現した縮小模型実験による確認 

 浜崖後退抑止工の施工が検討されている海岸の地形および波浪条件を模した水理模型実験を実施できる場

合には、様々な重量・形状のサンドパック模型を設置した状態で波浪を作用させることで安定性を照査できる。

この場合、作成するサンドパックの重量をあらかじめ上述のハドソン式等の算定式によって求めておいたうえ

で模型の諸元を決定すれば効率が良くなる。模型にもちいる袋材については、相似則の扱いが確立されていな

いが、例えば 1/30 縮尺などで袋材の厚さを再現しようとすると極端に薄くなってしまい、適当な材料を用意

することは難しい。充填率が 90%以下のときには、袋材が内部土圧に与える影響は大きくないことから、現地

で用いる袋材で剛性が高くなりすぎない程度の厚さにしたものを用いて製作すればよい。 

 計画波浪を不規則波として作用させた時の挙動を確認することになるが、Ⅰ-2.2 被災機構で述べたように、

浜崖後退抑止工の被災は、天端を越えた流水によって背面盛土が侵食された場合に起こることもあるので、背

面盛土および浜崖の形状変化が安定するまで波浪を作用させて確認することが望ましい。計画波浪では越波が

生じない場合には、念のため、越波が生じるまで波浪条件を調整して安定性を確認しておくことを推奨する。 

 

（２）流体力学の知見による照査 

 サンドパックの滑動や転動等（図Ⅰ-2.6.4）をそれぞれ力学的に照査する方法であり、サンドパックの形状

や浜崖後退抑止工の構造が比較的単純な場合に有効である。ここでは Oumeraci and Recio10)や Shin and Oh11)に

よって提案されている方法を例示するが、サンドパック近傍における流速が必要となるので、CADMAS-SURF

等を用いた数値計算もあわせて実施することが必要となる。サンドパックは中詰材の流動によって変形するこ

とがあるが、その結果生じる安定性の低下を考慮する方法も提案されている 10)。地盤の支持力不足による沈下

について照査する方法も提案されている 11)。 

(a) 滑動 (b) 転動 (c) 沈み込み

(d) すべり 破壊 (e) 前面洗掘 (f) 沈下（ 地盤支持力低下）

(g ) 袋材の損傷 (h) 中詰め材の抜け出し (i) 充填後の変形  
図Ⅰ-2.6.4 サンドパックに生じる変状の種類 12) 

 
a) 滑動に対する照査 

 浜崖後退抑止工に使われるサンドパックは背面が崖や斜面に押さえられているので、滑動は沖にむかって引

き出される形で生じる。そのため照査にあたっては、沖向きにサンドパックに働く抗力と慣性力の合力が、サ

ンドパックと底面の間で発生しうる最大静止摩擦力よりも小さい、すなわち式(2.6.7)の状態にあることを確認

する（図Ⅰ-2.6.5）。 
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FL

FGSC

FD

FM
μ(FGSC-FL)

波浪

戻り 流れ  
図Ⅰ-2.6.5 サンドパックの滑動に係わる応力 10) 

 

        MDLGSC FFFF                            (2.6.7) 

 

     gVF rGSC 0                                (2.6.8) 

 

  2
05.0 uACF TLL                              (2.6.9) 

 

   2
05.0 uACF SDD                             (2.6.10) 

 

     
t

u
VCF MM 


 0                            (2.6.11) 

ここに、 

FGSC：サンドパックの水中重量 (kN) 

   FL：サンドパックに働く揚力(kN) 

FD：サンドパックに働く抗力(kN) 

   FM：サンドパックに働く慣性力(kN) 

    μ：サンドパック底面における静止摩擦係数 

ρr：サンドパック全体の密度（中詰材の空隙率も考慮）(t/m3) 

ρ0：海水の密度(1.03 t/m3) 

   g：重力加速度 (9.81m/s2) 

     V：サンドパックの体積 (m3) 

   CL：揚力係数 

   CD：抗力係数 

  CM：慣性力係数 

   AT：揚力の作用面積 (m2) 

    AS：抗力の作用面積 (m2) 

   u：サンドパック周辺における沖向き水平流速 (m/s) 

   
t

u




：サンドパック周辺における沖向き加速度 (m/s2) 
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 静止摩擦係数 μ、揚力係数 CL、抗力係数 CD、慣性力係数 CMについては、実際に使用するサンドパックにつ

いて得られている値を用いることが望ましい。静止摩擦係数についてはⅠ-5.12 に示す摩擦係数試験によって

実際の袋材の値を求めることができる。参考までに既往の実験結果等を表Ⅰ-2.6.1 に示す。 

揚力係数 CL、抗力係数 CD、慣性力係数 CMについては、知見が無い場合には便宜的に Oumeraci and Recio10)

が使用している表Ⅰ-2.6.2 を用いることもできる。表Ⅰ-2.6.2 では揚力係数 CL、抗力係数 CDがレイノルズ

数 Re の関数として示されているが、サンドパックに関するレイノルズ数 Re は式(2.6.12)によって求めるこ

とができる。なお、これらの係数は Re < 106かつ、水深が波長の 10 分の 1 以下の条件で試験されたものであ

るので、それ以外の条件に適用する場合には注意が必要である。 

 

表Ⅰ-2.6.1 サンドパックの袋材表面における静止摩擦係数の例 

対象部位 μ 出典 

不織布ジオテキスタイル－不織布ジオテキスタイル間 0.48 1 

耐候性大型土のう－耐候性大型土のう 0.5 2 

不織布ジオテキスタイル－砂地海底間 0.57 1 

耐候性大型土のう－礫質土 0.6 2 

耐候性大型土のう－砂質土 0.5 2 

耐候性大型土のう－粘性土 0.4 2 

  出典：1Oumeraci and Recio10), 2耐候性大型土のう基準検討委員会編 6) 

 

表Ⅰ-2.6.2 サンドパックに働く流体力に関する係数の算定式 9) 

 法肩 斜面 

算定式 適用範囲 算定式 適用範囲 

CD -2×10-5Re+6.81 1.3≦CD≦6.5 -3×10-5Re+8.9 2.5≦CD≦9 

CM 0.60 - 0.30 - 

CL 1×10-5Re-0.612 0.2≦CL≦1.4 1×10-5Re-0.587 0.3≦CL≦1.2 

 

   
v

uD
Re                                 (2.6.12) 

 ここに、 

D：流向にそったサンドパックの長さ (m) 

v：動粘性係数 (m2/s) 
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b) 転動に対する照査 

 斜面のサンドパックについては上下が他のサンドパックによって押さえされているため、転動は起こりにく

いが、法肩部のサンドパックについては転動について照査する必要がある。波浪の遡上によってサンドパック

の海側が持ちあがり陸側に向けて転動する場合と、越波の戻り流れによって海側に転動する場合が考えられる

が、浜崖後退抑止工の場合には、天端高の低下に直結する後者のほうが重要である。そのため照査にあたって

は、図Ⅰ-2.6.6 に示すように、サンドパックの沖側下端を支点に前面へ回転しようとするモーメントよりも、

サンドパックの自重によって留まろうとするモーメントのほうが大きい、すなわち式(2.6.13)の状態にあるこ

とを確認する。 

 
FL

FGSC

FD

FM

波浪

戻り 流れ 支点

重心

支点 rs

rh

 

図Ⅰ-2.6.6 サンドパックの転動に係わる力 10) 

 

  sLhMhDsGSC rFrFrFrF                        (2.6.13) 

 ここに、 

sr ：サンドパックの重心から支点までの水平距離 (m) 

hr ：サンドパックの重心から支点までの鉛直距離 (m) 

  

サンドパックに働く揚力 FL、抗力 FD、慣性力 FMの算出に用いる揚力係数 CL、抗力係数 CD、慣性力係数 CM

は滑動に対する照査同様に、実際に使用するサンドパックについて得られている値を用いることが望ましいが、

知見が無い場合には便宜的に Oumeraci and Recio 10)による表Ⅰ-2.6.2 を用いることもできる。 

 

（３）中詰材の移動がサンドパックの安定性に与える影響 

 コンクリートブロック等では見られないサンドパック特有の挙動として、中詰材の流動による変形がある。

浜崖後退抑止工にサンドパックを用いた場合には、サンドパックの海側端については上部からの押さえがない

ために、波浪等によって浮きあがる動きが繰り返され、中詰材が海側に移動することが知られている 9)。こう

した変形は揚力や抗力の作用面積を変化させることで滑動および転動に対するサンドパックの安定性を低下

させる（図Ⅰ-2.6.7）。充填率許容範囲を満足するサンドパックとすることによって変形は生じにくくなるが、

これを逸脱して変形が生じやすい（充填率が小さい）扁平形状のサンドパックを用いようとする場合には変形

による安定性の低下についても照査しておくことを推奨する。 



第Ⅰ編 浜崖後退抑止工の性能照査・施工・管理マニュアル 
 
Ⅰ-2 浜崖後退抑止工の照査 

Ⅰ-2-32 

 

遡上・ 下り 流れ

(a) 中詰め材の移動前 (b) 中詰め材の移動後

遡上・ 下り 流れ

上下のサンド パッ ク
と の接触面 接触面が減少

流体力の作用面 作用面が増大

中詰め材
の移動

 

 

図Ⅰ-2.6.7 中詰材の流動によるサンドパックの変形 10) 

 

 

 所用質量算定式については、サンドパックの変形が起きるまで波浪を作用させておこなわれた水理模型実験

の結果を用いれば、変形による安定性の低下もある程度は加味されていると考えることができる。 

 力学的照査手法については、照査に用いる式(2.6.7)および式(2.6.13)の各項に補正係数（表Ⅰ-2.8.3）をかけ

ることで変形を加味する方法（式(2.6.14)および式(2.6.15)）が Oumeraci and Recio 10)によって提案されているの

で、ここで例示する。これらの補正係数についても、実際に使用するサンドパックについて得られている値を

用いることが望ましいが、知見が無い場合には便宜的に表Ⅰ-2.6.3 のものを使用して安定性を減じておいて

もよい。 

 

 ・滑動に対する安定条件式 

     MCMDCDLCLGSCR FKSFKSFKSFKS                    (2.6.14) 

 

 ・転動に対する安定条件式 

  sLCLhMCMhDCDsGSCR rFKOrFKOrFKOrFKO            (2.6.15) 

 

表Ⅰ-2.6.3 サンドパックの変形による安定性低下を考慮するための補正係数 9) 

滑動 転動 

 法肩 斜面  法肩 

KSCD 1.40 1.40 KOCD 1.54 

KSCM 1.00 1.00 KOCM 1.1 

KSCL 0.94 0.94 KOCL 0.80 

KSR 0.70 1.60 KOR 0.92 
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（４）沖合への流失を防ぐ大きさ 

 浜崖後退抑止工を構築しようとしている海岸で、飛散後のサンドパックが海中に引き込まれない性能３を求

められる場合には、遡上した波の戻り流れを数値計算等によって算定したうえで、戻り流れの流体力による滑

動および転動に対する安定性を力学的照査手法によって、あるいは水理模型実験によって照査する。力学的照

査手法を用いる場合には、係数等は法肩部のサンドパックに対する照査で用いたものを準用することができる。 

 西湘海岸における現地実験に先立って実施された水理模型実験では、海底勾配１/11.4 の遡上帯に設置され

たサンドパック（充填率 80%）は、重量が大きくても高さが低い場合には端部のめくれあがりが発生し、そこ

から急速に不安定化して沖合へ流出することが確認されている 13)。このようなめくれあがりは、サンドパック

が積層状態になっている状態では上載荷重によって抑制されているが、サンドパックが飛散した状態では起こ

りやすくなるため注意が必要である。この実験では、沖波有義波高 H1/3 =6.6m、有義波周期 T1/3 =14.2s の不規

則波ではサンドパックの高さ厚さを 1.5m 以上とすれば、めくれあがりが発生せず、沖合への流失を防ぐこと

ができることがわかっている。その後のすべての現地施工では、基本的に厚さ 1.5m 以上としているが、有義

波高 H1/3 =4.94m、有義波長 T1/3 =7.1s の波浪を経験しても沖合への流失は発生していない 14)。宮崎海岸におけ

る設置を想定した水理模型実験でも、現地換算で波高 9.84m、周期 14.7s の規則波を作用させた時に流失した

サンドパックは厚さが 1.08-1.32m のものであり、厚さが 1.5m（充填率 70%）以上であれば、波高 15m、周期

14.9s の規則波に対しても流失が起きないことが確認されている。 

これらを踏まえて、設置条件や充填率が上記水理実験よりも厳しくないことが確認できれば、厚さ 1.5m 以

上（縦横の諸元もそれ以上）とすることをもって水理実験による照査を行ったとみなすことができることとす

る。なお、海底勾配や波浪条件、サンドパック充填率のいずれかが西湘海岸や宮崎海岸の実験よりも厳しい場

合には水理実験あるいは力学的照査を行い、沖合に流失しないことを確認する必要がある。 

 



第Ⅰ編 浜崖後退抑止工の性能照査・施工・管理マニュアル 
 
Ⅰ-2 浜崖後退抑止工の照査 

Ⅰ-2-34 

 

Ⅰ-2.7 根入れ・自立性の照査 

浜崖後退抑止工は自立構造とすることを標準とし、サンドパックの積層体は 3 段積みを上限とする。また、

できるだけ低い構造物で浜崖の後退を抑止するという浜崖後退抑止工の主旨から、サンドパック積層体の天端

高は計画波浪よりも頻度の高い設計波浪（例えば 1/10 確率波）のうちあげ高を上限とする。 

サンドパックは前面地盤の低下に伴う変形により、袋材に大きな張力が作用する可能性が増す。サンドパッ

クに変形が生じないよう前面の地盤低下を考慮してサンドパック積層体の根入れを設定する必要がある。サン

ドパック積層体の根入れが前面の地盤低下量を考慮した高さよりも低いことを照査する。サンドパック底面に

洗掘対策を施す場合にはこの効果を考慮することができる。 

解  説 

（１）自立性・天端高上限 

 越波によって背面の養浜盛土が消失した場合にも積層体構造が崩壊しなければ、ある程度の浜崖後退抑止性

能を保持できるうえに被災後の修復が容易であることから自立構造を標準とした。また、水理模型実験結果に

よればⅠ-2.6 で述べたとおり、自立構造とすることで波浪に対する安定性も増す。この自立構造を無理なく実

施するためにも、三段積みを上限としたが、これは現状のサンドパック袋材性能から設けている面もある。今

後劣化しにくい袋材が開発されれば、この上限を引きあげることもありうる。 

 波浪から決める天端高の上限は、浜崖の後退を生じさせる波浪規模を設計波浪として設定すべきものである

が、現状ではそれがどのような規模なのか明確ではない。ここでは、1/10 確率波を例示した。今後知見が蓄積

される中で設計波の確率規模の考え方が定まっていくものと期待される。 

 

（２）地盤低下量の推定・洗掘対策 

 前面の地盤低下量は、過去の断面測量結果を重ね合わせて最も低くなった時の高さをとることが現実的と考

えられる。洗掘対策としては、最下段のサンドパック底面の下にマット等を敷設することが考えられる。 

 

（３）地盤低下および洗掘等によるサンドパックの損傷 

浜崖後退抑止工の支持地盤に洗掘が発生すると、最下部に位置するサンドパックの転動や、局所的な屈曲が

起こる。浜崖後退抑止工は積層体構造とすることから、転倒すれば上段のサンドパックも転倒する。特に沿岸

方向に連続したチューブ型のサンドパックの場合には、局所的な転動や屈曲によって袋材の一部に張力が集中

することで袋材が破損し、そこから袋材の破損拡大や中詰材の流出が起こることで連鎖的に施設の崩壊が進ん

でいくことがある 15)。こうした変状への対処法としては、１）地盤低下や洗掘に対応できるよう根入れを深く

設置すること、２）洗掘対策工を施してサンドパック底面の地盤低下が根入れ以下にならないようにすること、

３）ある程度の洗掘までは耐えられるような引張強度を袋材に持たせることの 3 点が重要となる。現在のサン

ドパック袋材の技術水準では、３）を実現することは難しい。以下では１）、２）で重要な洗掘深・地盤低下

量の予測方法を中心に解説する。 

 

（４）設置根入れ高 

 浜崖後退抑止工を構築する際に考慮せねばならない地盤低下・洗掘は、図Ⅰ-2.7.1 に示す 3 つに大きく分

けることができるので、これらに対して根入れが十分であることを確認する。 
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(a) (b) (c)

 
図Ⅰ-2.7.1 浜崖後退抑止工の安定性に影響を与える地形変化 

 

（a） サンドパック基盤の侵食 

 最下段のサンドパックの設置位置が高すぎると、浜崖の基部まで波浪が遡上したときにサンドパックよりも

下層の土砂が侵食され、支持地盤を失ったサンドパックが沈下する。 ノッチは前面海浜の地形を延長する形

で形成されるため、少なくとも浜崖前面海浜の地形を外装することで推定される侵食想定面よりもサンドパッ

クの下端面が低くなるようにする 16)、あるいは最下段のサンドパックの下にマットを敷設する等の地盤低下対

策を施す必要がある。 

 

（b） 海浜面の変動 

海浜の地盤面は漂砂系内における季節的な土砂移動や一時的な高波浪などによって変動する。このことから

も設置しようとする海岸の漂砂環境を漂砂系内における位置付けや漂砂量を把握しておく必要がある。 

地盤高が低下している時に、浜崖基部まで波浪が遡上すれば前記のサンドパック基盤の侵食（a）も発生す

ることとなる。こうした短期変動はある程度の変動幅内で起きると考えられるので、なるべく多様な時期にお

ける海浜の横断面を重ねあわせて短期的な変動幅を把握したうえで、最も地盤が低下する時の海浜面よりも最

下段のサンドパックの下端面が低くなるようにすることが重要である。 

例として、宮崎海岸住吉地先での断面形状の変化を図Ⅰ-2.7.4 に示す。先ず、この図により海浜へ打ち上

げる波の特性や海浜の変化の特徴を把握する。さらに、汀線付近を拡大（図Ⅰ-2.7.5）して海浜の勾配や浜崖

の後退形状や変化特性を把握する。 
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図Ⅰ-2.7.4 海浜断面形状（広域）の例 
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図Ⅰ-2.7.5 海浜断面形状（汀線から浜崖）の例 

 

また、浜崖後退抑止工を設置しようとする海岸が侵食傾向にある場合には、供用期間における侵食による地

盤低下量を予測して上記の変動幅に加える必要がある。例えば、図Ⅰ-2.7.6 に示すように、沿岸方向の基準

とする地盤面（汀線もしくは T.P.+0m）の岸沖位置の時間変動から後退のトレンドと変動幅を把握し、これと

海浜断面形状の変化（図Ⅰ-2.7.4、2.7.5）を地盤低下量の想定に用いる。これらの図より、イベントによる

一時的な変化とその後の復元及び侵食や堆積傾向を把握することができる。 

 
図Ⅰ-2.7.6 汀線位置の時間的変動の例 

 

写真Ⅰ-2.7.1 に示すように短期的な変動であるカスプの拡大変形も、地盤変動によるサンドパックの被災

に繋がる。図Ⅰ-2.7.7 に示すように通常見られるビーチカスプ（右図の状態）は波長も奥行きも小さいがメ

ガカスプ（左図の状態）は波長が 100m を越え奥行きも大きくなる。これらカスプの移動・変形に伴う地盤も

低下を予測するためにきめ細かな測量をすることも考えられるが、図Ⅰ-2.7.8 に示すように沿岸方向に断面

測量の結果を崖面が同じ位置となるように重ね合わせることで、地盤の変動幅を予測することも出来る。 

 



第Ⅰ編 浜崖後退抑止工の性能照査・施工・管理マニュアル 
 Ⅰ-2 浜崖後退抑止工の照査 

Ⅰ-2-37 

 
写真Ⅰ-2.7.1 カスプの巨大化による地盤低下で破損したサンドパック 

 
図Ⅰ-2.7.7 サンドパック周辺の地形変化 

 
図Ⅰ-2.7.8 断面測量結果を崖(T.P.5m)位置を基準として沿岸方向への重ね合わせ 
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（c） サンドパック前面の洗掘 

サンドパックには中詰材を流出させないために目合いが細かい袋材が用いられ不透過構造となるため、衝突

した波浪の反射によって前面で局所的な洗掘が起こりやすいと考えられる。現状ではサンドパック積層体を設

置したことによる前面の局所洗掘については精度の高い定量的評価は難しい。そこで、「緩傾斜堤の設計の手

引き（改訂版）」17)をもとに、サンドパック前面で生じる海浜面の短期的な変動と局所洗掘を合わせた最大洗

掘深⊿hmaxを表Ⅰ-2.7.1 で想定することを提案する。表Ⅰ-2.7.1 は、浜崖後退抑止工の設置が養浜と合わせ

て実施されることを考慮し、緩傾斜堤の手引きで想定している設置条件のうち、陸上設置および海底勾配（砕

波帯内の平均的な海底勾配）tanθが 1/80 未満が相当すると考え提案しているものである。今後洗掘深の予測

技術の進歩によって評価法が改善されていくべきものである。 

緩傾斜堤の設計の手引きでは、海底勾配（砕波帯内の平均的な海底勾配）1/30≦tanθ≦1/10 で堤脚が水中と

なる場合の洗掘深について、断面水理実験結果に基づく算定式（図Ⅰ-2.7.9）が示されている。これによれ

ば洗掘深は必ず 2m 以上となる。浜崖後退抑止工は、養浜と合わせて設置されることにより図Ⅰ-2.7.9で想定

するような厳しい条件にはならないと考え、また、このような厳しい設置環境にはそもそもサンドパックは適

さないことを考え合わせ、表Ⅰ-2.7.1を提案している。 

 

表Ⅰ-2.7.1 サンドパック前面における最大洗掘深 

設置位置（沖側底面） 海底勾配 最大洗掘深（m）

陸上（M.W.L.以上） - 1 

海中（M.W.L.以下） tanθ < 1/80 1 

 

 

 

図Ⅰ-2.7.9 緩傾斜堤の手引きにおける洗掘算定図 
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Ⅰ-2.8 浜崖後退抑止工の安定性の照査 

浜崖後退抑止工の安定性の照査は、養浜盛土全体のすべり安定計算とサンドパックの滑動・転倒に関する安

定性照査を平常時および地震時について下記の通りおこなうことを標準とする。 

（１）平常時 

  前面の地盤地形は想定する地盤低下が生じた状態とする。 

  潮位は満潮位とする。 

  サンドパック背後の地下水位は常時の地下水位とする 

  背面養浜盛土上の活荷重を考慮する 

  浜崖後退抑止工全体のすべりの安定計算：安全率 1.2 以上 

  サンドパックの滑動：安全率 1.5 以上 

  サンドパックの転倒：e<B/6 

（２）波浪越波時 

  前面の地盤地形は想定する地盤低下が生じた状態とする。 

  潮位は計画高潮位とする。 

  背面養浜盛土上の活荷重は考慮しない 

  サンドパック背後の地下水位はサンドパック積層体高とする 

  浜崖後退抑止工全体のすべりの安定計算：安全率 1.2 以上 

  サンドパックの滑動：安全率 1.5 以上 

  サンドパックの転倒：e<B/6 

（３）地震時 

  前面の地盤地形は想定する地盤低下が生じた状態とする。 

    震度法による慣性力のみを考慮する。潮位は満潮位とする。 

  サンドパック背後の地下水位は常時の地下水位とする 

  背面養浜盛土上の活荷重は考慮しない 

  浜崖後退抑止工全体のすべりの安定計算：安全率 1.0 以上 

  サンドパックの滑動：安全率 1.2 以上 

  サンドパックの転倒：e<B/3 

照査においては、性能を過大評価することがないよう、中詰材の質量は 15kN/m3、背面養浜盛土の質量は

19kN/m3 を用いる。袋材と底面、袋材同志の摩擦係数は摩擦係数試験結果から設定された性能値を用いる。 

盛土全体のすべり計算は、設計で考慮する地盤低下が生じた状態について実施することを標準とする。維持

管理計画に資するため、地盤低下が設計以上に進んだ状態についても照査することを推奨する。 

解  説 

砂丘は上載荷重で締まっていることが一般的なので、すべりの安定性照査においては砂丘の土圧は考えない

こととした。地震時についても砂丘の液状化は考えないこととした。 

サンドパックは剛体ではないが、重力式施設の底面土圧作用側に引張り応力が作用しないことを照査する方

法を準用することとした。 
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サンドパック積層体は自立構造とすることから、最下部の前列のサンドパックにおいて土圧が最大となるの

で、このサンドパックの安全性を評価する必要がある。積層体構造の安定性に関しては、形態が類似している

大型土のうにおいて検討が進んでおり、「災害復旧事業等における『耐候性大型土のう』設置ガイドライン」

（（社）全国防災協会発行）18)や「『耐候性大型土のう積層工法』設計・施工マニュアル」（（一財）土木研

究センター発行）5)を準用することが出来る。以下は、「『耐候性大型土のう積層工法』設計・施工マニュア

ル」を参考に記載している。 

なお、サンドパック積層体の前面のり勾配の考え方としては、前面の砂浜が回復した後にサンドパック積層

体前面が飛砂で覆われることを期待するため、砂の安息角程度 1:1.7 より急にし、間知積みの上限である 1:0.5

よりは緩くすることが考えられる。照査例もこの範囲内で示すこととする。 

 

（１）浜崖後退抑止工全体のすべり安定照査 

１）常時、２）波浪越波時 

常時の作用に対する安定性の照査では，施工時，供用時に盛土が自重，載荷重等の組合せによって安定であ

ること，サンドパックに変形や沈下等が生じないことを式(2.8.1)を用いて照査する。サンドパック積層体前面

の地盤高は、設計で考慮する低下が生じた条件で照査する。潮位は、常時・地震時については満潮位、波浪越

波時については設計高潮位の条件で照査する。サンドパック積層体背後の地下水位は、平常時・地震時は平常

時の地下水位とし、波浪越波時はサンドパック積層体天端高の条件で照査する。背面養浜盛土上の活荷重は、

常時は考慮し、波浪越波時は考慮しないこととした。 
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F S    （常時）      (2.8.1) 

 

すべり円の中心点

ｒ

すべり面

Ｗ

重心点

ｂ

ｌ
設計で考慮した地盤低下後の地形

 

図Ⅰ-2.8.1 円弧すべりを用いたすべりに対する安定計算法 

 

ここに，FS：安全率 

       c：土の粘着力（kN/m2） 

ただし、サンドパックを設置する地盤は、砂地盤が多いことから、土の粘着力は考慮しない。 

       ：土のせん断抵抗角（度） 
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      l ：分割片で切られたすべり面の長さ（m） 

      W：分割片の全重量（kN/m），載荷重を含む 

      u ：間隙水圧（kN/m2） 

      b ：分割片の幅（m） 

α ：分割片で切られたすべり面の中点とすべり面の中心を結ぶ直線と縁直線のなす角（度） 

 

 ３）地震時 

 地震動の作用に対する浜崖後退抑止工全体の安定性の照査は，地震動レベルに応じて盛土および基礎地盤が

安定であることを式(2.8.2)により照査する。サンドパック積層体前面の地盤高は、設計で考慮する低下が生じ

た条件で照査する。潮位は平均潮位、地下水位は平常時の地下水位の条件で照査する。背面養浜盛土上の活荷

重は考慮する。 
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（地震時）   (2.8.2) 

  

ここに，FS：安全率 

       c：土の粘着力（kN/m2） 

ただし、浜崖後退抑止工は砂浜上に設置するので、土の粘着力は考慮しない。 

       ：土のせん断抵抗角（度） 

      l ：分割片で切られたすべり面の長さ（m） 

      W：分割片の全重量（kN/m），載荷重を含む 

      u ：間隙水圧（kN/m2） 

      b ：分割片の幅（m） 

α ：分割片で切られたすべり面の中点とすべり面の中心を結ぶ直線と縁直線のなす角（度） 

Kh：設計水平震度 

      h：各分割片の重心とすべり円の中心との鉛直距離（m） 

      r：すべり円弧の半径（m） 

 

 海岸の堤防・護岸の被災で最も多いものが前面砂浜の侵食に伴うものである。照査時に侵食した状態

を想定するものの、供用後に想定以上に侵食が進行することも考えれ、管理・点検における健全度の評

価が重要である。照査時に前面地盤の低下が想定以上に進んだ状態についても実施しておき、健全度判

定の参考に活用することを推奨することとした。 

 

（２）滑動に対する安定の照査 

浜崖防止工にサンドパックを適用する場合、サンドパックを前方に押し出そうとする滑動力と、サンドパッ

ク底面と地盤との間に滑動抵抗力が生じる。滑動抵抗力が不足するとサンドパックは前方に押し出されるよう

に滑動する。 
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滑動力は、主として背面の土圧、地下水による水圧等による荷重の水平成分であり、滑動抵抗力はサンドパ

ック積層体底面と地盤との間に生じる摩擦力である。 

土圧は，サンドパック積層体の安定性を評価するうえで重要な荷重である。サンドパック積層体の滑動安定

性照査に用いる土圧は，土質条件，施工条件および地形条件等を考慮し，適切に設定しなければならない。 

積層体の安定照査に用いる土圧は、図Ⅰ-2.8.2 に示すように最下段のサンドパック背面と地表を結んだ勾

配を仮想背面とし，この面に主働土圧が作用するものとする。土圧の算出は，原則として試行くさび法により

求めるものとする。なお，仮想背面における壁面摩擦角 は，土圧作用面の状態を土と土との境界面とし，

  （裏込め材の内部摩擦角）とする。 

Ws
P

Ｐ：主働土圧

Ｈ：壁高さ

Ｂ：底版幅

Ws：くさび土塊の自重

WL：活荷重

ω：仮定したすべり面と水平面のなす角

δ：大型土のうと裏込め材との摩擦角

 

図Ⅰ-2.8.2 設計で考慮する土圧の考え方 

 

図Ⅰ-2.8.3 における常時の滑動力は，i 段目における土圧Ｐの水平成分，水圧を考慮する場合は水圧の水平

成分等を合計した i 段目のサンドパックに働く全水平荷重 ΣHiである。地震時の照査では，さらに i 断目より

上に位置するサンドパックの地震時慣性力を加える。 

一方，滑動に対する抵抗力は，i 断目までのサンドパック自重，i 段目のサンドパックに働く土圧等を合計し

た全鉛直荷重 ΣViに i 段目のサンドパックと地盤との摩擦係数を乗じたものに，i 段目のサンドパック底面と地

盤との間に付着力が見込まれる場合は，その付着力にサンドパックの有効載荷幅を乗じた値を加えたものであ

る。浜崖後退抑止工は砂浜上に設置されるので、付着力は原則見込まない。 

ƒ° Hｉ
PH

P

cB･B＋∑Vｉ・μｉ

ƒ° Vｉ

ｉ + 2段目

ｉ + 1段目

ｉ 段目

 

図Ⅰ-2.8.3 滑動に対する安定照査の考え方 
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滑動に対する安定は、式(2.8.3)により求まる安全率が所要の安全率を下回ってはならない。 

i

Bii

H

BcV
Fs







滑動力

滑動に対する抵抗力
                 (2.8.3) 

 

ここに，FS： i段目の滑動に対する安全率 

iV ： i段目のサンドパック底面における全鉛直荷重(kN/m) 

iH ： i段目のサンドパック底面における全水平荷重(kN/m) 

i ：i段目のサンドパック底面と地盤との摩擦係数あるいはサンドパック間の摩擦係数（表Ⅰ-2.8.1

参照） 

Bc ；最下段のサンドパック底面と地盤との間の付着力（kN/㎡） 

（施工時の地盤の乱れ等を考慮して決定するが，サンドパックを設置する地盤は砂地盤が多い

ことから，原則的には Bc ＝0 とする。） 

B；最下段のサンドパックの有効載荷幅(m) 

 

表Ⅰ-2.8.1 滑動に対する安定検討に用いる摩擦係数 

対象部位 設計に用いる摩擦係数 

サンドパック間の摩擦係数 摩擦係数試験結果 

（0.7） 

基礎地盤（砂）とサンドパックとの摩擦係数
摩擦係数試験結果 

（0.5） 

 

滑動に対する安定検討に用いる摩擦係数は、「Ⅰ－5.12 摩擦係数試験」によって得られるものを用いる。試

験結果がない場合や概略検討においては、表中の（）内に示した値を用いて計算してもよい。表中の（）内の

値は、道路土工 擁壁工指針で摩擦係数の最大値が 0.7（基礎底面と岩盤）とされているものを参考に設定し

ているものである。 

（３）転倒に対する安定の照査 

 サンドパックには，サンドパックのつま先を支点として転倒させようとする転倒モーメントと，サンドパッ

クの転倒を抑止しようとする抵抗モーメントが作用し，転倒モーメントが卓越するとサンドパックは前面側に

転倒を起こす。したがって，転倒に対する安定性については，サンドパックのつま先回りの転倒に対する安全

率（抵抗モーメント／転倒モーメント）により安全であるかを確認する必要がある。 

転倒に対する安定性は，抵抗モーメント及び転倒モーメントと鉛直荷重の関係から求まる荷重の合力の作用

位置で照査するものとし，荷重の合力の作用位置がサンドパック底面の中央からの偏心距離の許容範囲内であ

れば，転倒に対して安全であるものとする。 
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∑Mo

∑Mr

ƒ° V
R R

d B/2
（Ｏ）

PH i

P PV i

 
図Ⅰ-2.8.4 転倒に対する安定照査の考え方 

 

転倒に対する検討は、図Ⅰ-2.8.4 のような状態を想定し，合力Ｒの作用点が常時ではサンドパック積層体

底版幅中央の B/6 の範囲内、地震時はサンドパック積層体底版幅中央の B/3 の範囲内あるいは背面側に位置し

なければならない。式で表せば式(2.8.4)および式(2.8.5)のとおりである。 

6/
2

Bd
B

e 　　　　　  （常 時）           (2.8.4) 

3/
2

Bd
B

e 　　　　　  （地震時）           (2.8.5) 

ここに， e：外力の作用点の底版中央からの偏心距離（m） 

B：構造体底版幅（m） 

d：底版つま先から合力の作用点までの距離（m） 

 

  
(2.8.6) 

 

ここに， 

Mr ：サンドパック底版つま先（o 点）回りの抵抗モーメント（kN･m/m）で，各荷重の鉛直成分

によるモーメント Vi・a iの合計値。 

Mt ：サンドパック底版つま先（o 点）回りの転倒モーメント（kN･m/m）で，各荷重の鉛直成分

によるモーメント Hi・biの合計値。 

V ：サンドパック底版下面における全鉛直荷重（kN/m） 

iV ：サンドパックに作用する各荷重の鉛直成分（kN/m） 

ia ：サンドパック底版のつま先（ｏ点）から各荷重の鉛直成分 V iの作用位置までの水平距離（m） 

iH ：サンドパックに作用する各荷重の水平成分（kN/m） 

ib ：サンドパック底版のつま先（ｏ点）から各荷重の水平成分 Hiの作用位置までの水平距離（m） 

i

iiii

V

bHaV

V

MtMr
d

Σ








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（４）計算例 

 図Ⅰ -2.8.5 に示すサンドパック積層体の浜崖後退抑止工の安定性の照査例を下記に示す。 

 

図Ⅰ-2.8.5 サンドパック積層体の浜崖後退抑止工の安定性の照査例 

（B=4m・H=1.5m サンドパック 3 段積みの場合） 

 

１）照査条件 

 ①積層体形状および養浜形状 

積層体高       H = 4.5m（T.P+1m～+5.5m） 

  天端幅，底版幅    B = 12.0m（4m×3 列=12m） 

  前面の積層体勾配   1:1.3（1 割 3 分勾配） 

  中詰材単位体積重量 γc = 15.0kN/m3 

  上載養浜高      H0 = 0.5m 

  活荷重        常時・地震時：q = 10.0kN/m2 

               波浪越波時：q＝0 kN/m2 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2.8.6 サンドパックの有効幅 

 

 ②前面地盤地形、潮位・地下水位 

   前面地盤地形    地盤低下後を想定 

・地盤低下高 T.P-2m 

・前面地盤対策ありを想定し、積層体基盤から地盤低下高まで 2 割勾配

斜面、その先は海底勾配 20 割で設定 
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   前面潮位     T.P+2.42m 

   地下水位     常時・地震時：T.P+2.65m 

             波浪越波時：T.P+5.5m 

 

 ③養浜盛土の諸数値 

  土の内部摩擦角    = 30 度 

  土の粘着力     c = 0 kN/m2 

  土の単位体積重量  γs = 19.0 kN/m3 

 

 ④中詰材の諸数値 

  土の内部摩擦角      = 30 度 

  土の粘着力       c = 0 kN/m2 

  土の単位体積重量    γs = 15.0 kN/m3 

  サンドパック間の摩擦係数     μ1 = 1.96（Ａ社 SPS-750 の試験値） 

                    ｛μ1 = 1.40（Ｂ社改良仕様の試験値）｝ 

                     （μ1=0.7（性能値がない場合・概略検討）） 

  基礎地盤とサンドパックの摩擦係数 μ3 = 0.69（Ａ社 SPS-750 の試験値） 

                    ｛μ3 = 0.71（Ｂ社改良仕様の試験値）｝ 

                     （μ3=0.5（性能値がない場合・概略検討）） 

 

 ⑤円弧すべり計算における設計水平震度 

  Kh = cz・kh0 

    地域別補正係数 cz = 0.85（B1,B2地域を想定） 

    地盤種別    kh0 = 0.10（レベル１地震動，Ⅱ種地盤を想定） 

（「道路土工－盛土工指針」参照） 

表Ⅰ-2.8.2 設計水平震度の標準値（kh0） 

 
地盤種別 

Ⅰ種 Ⅱ種 Ⅲ種 

レベル１地震動 0.08 0.10 0.12 

レベル２地震動 0.16 0.20 0.24 

出典：道路土工－盛土工指針（平成 22 年度版） 
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 ⑥滑動および転倒照査における設計水平震度 

  Kh = cz・kh0 

    地域別補正係数 cz = 0.85（B1,B2地域を想定） 

    地盤種別    kh0 = 0.15（レベル１地震動，Ⅱ種地盤を想定） 

（「道路土工－盛土工指針」参照） 

 

表Ⅰ-2.8.3 設計水平震度の標準値（kh0） 

 
地盤種別 

Ⅰ種 Ⅱ種 Ⅲ種 

レベル１地震動 0.12 0.15 0.18 

レベル２地震動 0.16 0.20 0.24 

出典：道路土工－擁壁工指針（平成 22 年度版） 

 

 ⑦安定条件 

 a)転倒に対する安定条件 

   偏心距離（e）に対する許容値 常 時、波浪越波時：e ≦ B/6 

                        地震時：e ≦ B/3 

 b)滑動に対する安全率      常 時、波浪越波時：Fs≧1.5 

                       地震時：Fs≧1.2 

 c)浜崖後退抑止工のすべり安全率  常 時、波浪越波時：Fs≧1.2 

                        地震時：Fs≧1.0 
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２）計算結果の総括（積層体勾配 1:1.3） 

表Ⅰ-2.8.4 計算結果の総括 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 

最上段 

1.5 10.291（OK） 

｛ 7.351（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 12.941（OK） 

｛ 9.244（OK）｝ 
－ － 

1 段目 

最下段 

4.5 4.625（OK） 

｛4.759（OK）｝ 
1.586m（OK） 1.518（OK） 

｛ ｝内は、Ｂ社改良仕様の摩擦係数（μ1 = 1.40、μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 

②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 

最上段 

1.5 5.490（OK） 

｛3.922（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 5.817（OK） 

｛4.155（OK）｝ 
－ － 

1 段目 

最下段 

4.5 2.002（OK） 

｛2.060（OK）｝ 
0.977m（OK） 1.247（OK） 

｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 3.700m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

3 段目 

最上段 

1.5 7.841（OK） 

｛5.601（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 8.682（OK） 

｛6.201（OK）｝ 
－ － 

1 段目 

最下段 

4.5 2.767（OK） 

｛2.847（OK）｝ 
1.204m（OK） 1.135（OK） 

｛ ｝内は、Ｂ社改良仕様の摩擦係数（μ1 = 1.40、μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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３）サンドパックに作用する土圧の算定 

土圧は試行くさび法により求める。 

 

α

W

δ

P ω

φ
R

 

図Ⅰ-2.8.7 土圧算定における各変数の定義 

 

a)常時 

  土圧は試行くさび法により求める。 

  仮想背面の位置（つま先からの距離）     xp ＝  11.100 m 

                                         yp ＝   0.000 m 

  仮想背面の高さ                         H ＝   4.500 m 

  土圧作用面が鉛直面となす角度           α ＝  41.634 ° 

  背面土砂の単位体積重量                 γs ＝  19.000 kN/m3 

  背面土砂の内部摩擦角                    ＝  30.000 ° 

  壁面摩擦角                             δ ＝  30.000 ° 

  すべり角の変化範囲                    ωi ＝   10.00 °～   80.00 ° 

 

  すべり角(ω)に対する土砂重量(W)，土圧力(P) 

  水位  hw ＝ 0.000 m 

 

表Ⅰ-2.8.5 土圧の計算（常時） 

すべり角 

ω(°) 

土砂重量  W(kN) 土圧力 

P (kN) 水位以上 水位以下 上載荷重 合計 

57.00  323.451   21.359 72.471  417.281    266.216 

58.00  318.258   21.018 71.244  410.520    266.285 

59.00  313.177   20.685 70.044  403.906    266.167 
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 土圧力が最大となるのは、 

      ω ＝ 58.00°のとき  P ＝ 266.285 kN 

  である。 

  土圧力 
 

 






cos

sinW
P  

 
 




000.30634.4100.3000.58cos

00.3000.58sin520.410
 

          ＝ 266.285 kN 

 

   このときの土圧力の水平成分、鉛直成分、作用位置は次のようになる。 

  水平成分 

      Ph ＝ P・cos(α＋δ) ＝ 266.285×cos(41.634°＋30.000°) ＝ 83.903 kN 

  鉛直成分 

      Pv ＝ P・sin(α＋δ) ＝ 266.285×sin(41.634°＋30.000°) ＝ 252.721 kN 

  作用位置 

   m
H

H 500.1
3

500.4

30   

       x ＝ xp－Ho・tanα ＝ 11.100－1.500×tan41.634°＝ 9.767 m 

       y ＝ yp＋Ho ＝ 0.000＋1.500 ＝ 1.500 m 

 

・土圧図 

 

 

2
5
2
.
7
2
1

83.903

 
図Ⅰ-2.8.8 常時の土圧の算定結果 

 

 b)波浪越波時 

  土圧は試行くさび法により求める。 

  仮想背面の位置（つま先からの距離）      xp ＝  11.100 m 

                                          yp ＝   0.000 m 

  仮想背面の高さ                          H ＝   4.500 m 

  土圧作用面が鉛直面となす角度            α ＝  41.634 ° 

  背面土砂の単位体積重量   γs ＝  19.000 kN/m3 

  背面土砂の飽和単位体積重量            γsat ＝  20.000 kN/m3 
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 水の単位体積重量                       γw ＝   9.800 kN/m3 

  背面土砂の水中単位体積重量        γsat－γw ＝   10.200 kN/m3 

  背面土砂の内部摩擦角                    ＝  30.000 ° 

  壁面摩擦角                             δ ＝  30.000 ° 

  すべり角の変化範囲                    ωi ＝   10.00 °～   80.00 ° 

 

  すべり角(ω)に対する土砂重量(W)，土圧力(P) 

  水位  hw ＝ 4.500 m 

 

表Ⅰ-2.8.6 土圧の計算（波浪越波時） 

すべり角 

ω(°) 

土砂重量  W(kN) 土圧力 

P (kN) 水位以上 水位以下 上載荷重 合計 

57.00 67.305  158.869 0.000  226.174    144.294 

58.00 66.198  156.335 0.000  222.533    144.347 

59.00 65.114  153.855 0.000  218.969    144.297 

  土圧力が最大となるのは、 

      ω ＝ 58.00°のとき  P ＝ 144.347 kN 

  である。 

 

  土圧力 
 

 






cos

sinW
P  

 
 




000.30634.4100.3000.58cos

00.3000.58sin533.222
 

          ＝ 144.347 kN 

 

  このときの土圧力の水平成分、鉛直成分、作用位置は次のようになる。 

  水平成分 

      Ph ＝ P・cos(α＋δ) ＝ 144.347×cos(41.634°＋30.000°) ＝ 45.482 kN 

  鉛直成分 

      Pv ＝ P・sin(α＋δ) ＝ 144.347×sin(41.634°＋30.000°) ＝ 136.994 kN 

  作用位置 

m
H

H 500.1
3

500.4

30   

 

       x ＝ xp－Ho・tanα ＝ 11.100－1.500×tan41.634°＝ 9.767 m 

       y ＝ yp＋Ho ＝ 0.000＋1.500 ＝ 1.500 m 

 



第Ⅰ編 浜崖後退抑止工の性能照査・施工・管理マニュアル 
 
Ⅰ-2 浜崖後退抑止工の照査 

Ⅰ-2-52 

 

・土圧図 

 

1
3
6
.
9
9
4

45.482

 

図Ⅰ-2.8.9 波浪越波時の土圧の算定結果 

 

  c)地震時 

   土圧は試行くさび法により求める。 

   仮想背面の位置（つま先からの距離）   xp ＝  11.100 m 

                                        yp ＝   0.000 m 

   仮想背面の高さ                       H ＝   4.500 m 

   土圧作用面が鉛直面となす角度         α ＝  41.634 ° 

   背面土砂の単位体積重量               γs ＝  19.000 kN/m3 

   背面土砂の内部摩擦角                  ＝  30.000 ° 

   壁面摩擦角                           δ ＝  30.000 ° 

   すべり角の変化範囲                   ωi ＝   10.00 °～   80.00 ° 

 

  すべり角(ω)に対する土砂重量(W)，土圧力(P) 

  水位  hw ＝ 0.000 m 

 

表Ⅰ-2.8.7 土圧の計算（地震時） 

すべり角 

ω(°) 

土砂重量  W(kN) 土圧力 

P (kN) 水位以上 水位以下 上載荷重 合計 

57.00  323.451   21.359 0.000  344.810    219.981 

58.00  318.258   21.018 0.000  339.276    220.073 

59.00  313.177   20.685 0.000  333.862    220.009 

※上載荷重は考慮するべきではないか 

  土圧力が最大となるのは、 

      ω ＝ 58.00°のとき  P ＝ 220.073 kN 

  である。 

  土圧力 
 

 






cos

sinW
P  

 
 




000.30634.4100.3000.58cos

00.3000.58sin276.339
  

           ＝ 220.073 kN 
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  このときの土圧力の水平成分、鉛直成分、作用位置は次のようになる。 

  水平成分 

      Ph ＝ P・cos(α＋δ) ＝ 220.073cos(41.634°＋30.000°) ＝  69.342 kN 

  鉛直成分 

      Pv ＝ P・sin(α＋δ) ＝ 220.073×sin(41.634°＋30.000°) ＝ 208.863 kN 

  作用位置 

m
H

H 500.1
3

500.4

30   

 

       x ＝ xp－Ho・tanα ＝ 11.100－1.500×tan41.634°＝ 9.767 m 

       y ＝ yp＋Ho ＝ 0.000＋1.500 ＝ 1.500 m 

 

・土圧図 

 

2
0
8
.
8
6
3

69.342

 

図Ⅰ-2.8.10 地震時の土圧の算定結果 

 

表Ⅰ-2.8.8 常時、波浪作用時、地震時に各段に作用する土圧 

ケース 段数 
高さ 

(m) 

すべり角 

ω(°) 

主働土圧 

P(kN/m) 

鉛直土圧 

P(kN/m) 

水平土圧 

P(kN/m) 

常 時 

3 段目 1.5 54  17.2   8.6  14.9 

2 段目 3.0 59 110.2  98.7  48.8 

1 段目 4.5 58 266.3 252.7  83.9 

波浪越波時 

3 段目 1.5 54   8.4   4.2  7.2 

2 段目 3.0 59  56.4  50.6  25.0 

1 段目 4.5 58 144.3 137.0  45.5 

地震時 

3 段目 1.5 54  11.3   5.6  9.8 

2 段目 3.0 60  86.0  77.1  38.1 

1 段目 4.5 58 220.1 208.9  69.3 
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４）サンドパックに作用する水圧の算定 

  静水圧 
2

2

1
hP w    

3

h
Y   

    ここに、 

    γw：水の単位重量 (kN/m3), γw＝9.800 

       h：水位 (m) 

        Y：作用位置 (m) 

 

  a)常時・地震時 

 

Ff=1.420
Fr=1.650

13.916 16.170  

図Ⅰ-2.8.11 常時・地震時にサンドパックに作用する水圧 

 

表Ⅰ-2.8.9 常時・地震時の水位、静水圧、水圧の作用位置 

 
h 

(m) 

P 

(kN) 

作用位置 Y

(m) 

前 面 1.420 -9.880 0.473 

背 面 1.650 13.340 0.550 

 

  b)波浪越波時 

 

Ff=1.420

Fr=4.500

13.916 44.100  

図Ⅰ-2.8.12 波浪越波時にサンドパックに作用する水圧 
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表Ⅰ-2.8.10 波浪越波時の水位、静水圧、水圧の作用位置 

 
h 

(m) 

P 

(kN) 

作用位置 Y

(m) 

背 面 1.420 -9.880 0.473 

背 面 4.500 99.225 1.500 

 

５）安定計算 

a)積層体自重 

  ⅰ)ブロック割り 

 

1

2

3

 
図Ⅰ-2.8.13 安定計算におけるサンドパック積層体のブロック割り 

 

  ⅱ)自重・重心 

 

表Ⅰ-2.8.11 各ブロックの自重・重心 

区 

分 

計算式 

幅 × 高さ × 奥行 

体積 

i(m3) 

重心位置(m) 
Vi・Xi Vi・Yi 

Xi Yi 

1 

2 

3 

1/2× 4.000× 4.500×  1.000 

3.100× 4.500×  1.000 

1/2× 4.000× 4.500×  1.000 

 9.000

13.950

 9.000

2.667 

5.550 

8.453 

1.500 

2.250 

1.500 

24.000 

77.423 

75.900 

13.500 

31.387 

13.500 

Σ  31.950 ── ── 177.322 58.388 

   重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝  177.322／  31.950 ＝    5.550 (m) 

             YG ＝ Σ（Vi・Yi）／ΣVi ＝   58.388／  31.950 ＝    1.827 (m) 

 水位を考慮するブロックデータ 
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b)背面水 

(常時・地震時) 

  ⅰ)ブロック割り 

 

1

 

図Ⅰ-2.8.14 背面水のブロック割り 

 

  ⅱ)体積・重心 

表Ⅰ-2.8.12 背面水の自重・重心 

区 

分 

計算式 

幅 × 高さ × 奥行 

体積 

Vi(m3) 

重心位置(m) 
Vi・Xi Vi・Yi 

Xi Yi 

1 1/2× 1.467× 1.650×  1.000  1.210 10.611 1.100  12.839  1.331 

Σ   1.210 ─── ───  12.839  1.331 

   重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝   12.839／  1.210 ＝   10.611 (m) 

             YG ＝ Σ（Vi・Yi）／ΣVi ＝    1.331／  1.210 ＝    1.100 (m) 

 

(波浪越波時) 

  ⅰ)ブロック割り 

1

 
図Ⅰ-2.8.15 背面水のブロック割り 

 

  ⅱ)体積・重心 

表Ⅰ-2.8.13 背面水の自重・重心 

区 

分 

計算式 

幅 × 高さ × 奥行 

体積 

Vi(m3) 

重心位置(m) 
Vi・Xi Vi・Yi 

Xi Yi 

1 1/2× 4.000× 4.500×  1.000  9.000 9.767 3.000  87.900  27.000 

Σ   9.000 ─── ───  87.900  27.000 

   重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝   87.900／  9.000 ＝    9.767 (m) 

             YG ＝ Σ（Vi・Yi）／ΣVi ＝   27.000／  9.000 ＝    3.000 (m) 
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c)自重による作用力 

 ⅰ)常時、波浪越波時 

・鉛直力 W ＝ γ ・ V(kN) 

15.000 ×  31.950 ＝  479.250 

・作用位置 X(m)：5.550 

 

  ⅱ)地震時   

・鉛直力 W ＝ γ ・ V(kN) 

15.000 ×  31.950 ＝  479.250 

・作用位置 X(m)：5.550 

 

・水平力 H ＝ W ・ kh(kN) 

479.250 ×   0.13  ＝   62.302 

・作用位置 Y(m)：1.827 

 

 d)浮力 

(常時・地震時) 

   ⅰ)浮力の算出 

 

Pf=13.916
Pr=16.170

Hf=1.420
Hr=1.650

 

図Ⅰ-2.8.16 波浪越波時にサンドパックに働く浮力 

 

          前面水位                Hf ＝  1.420 (m) 

          背面水位                Hr ＝  1.650 (m) 

          躯体前面での水圧強度    Pf ＝  13.916 (kN/m2) 

          躯体背面での水圧強度    Pr ＝  16.170 (kN/m2) 

          躯体底面に作用する浮力 

cj
rf BB

PP
U 




2
 = 166.977 (kN) 

 

          作用位置（躯体前面から） 

  j
rf

rf B
PP

PP
X 





3

2
 = 5.689 (m) 
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          ここに、 

              Bj ：土圧方向躯体幅   Bj ＝   11.100 (m) 

              Bc ：直角方向躯体幅   Bc ＝    1.000 (m) 

 

          水圧鉛直成分 

            前面側水圧鉛直成分 Pfv ＝ Vf・Gw ＝ -0.896 × 9.800 ＝  -8.783 (kN) 

            作用位置            xf ＝ 0.421 (m) 

            背面側水圧鉛直成分 Prv ＝ Vr・Gw ＝ -1.210 × 9.800 ＝ -11.858 (kN) 

            作用位置            xr ＝ 10.611 (m) 

 

            ここに、 

                Vf ：前面水体積(m3) 

                Vr ：背面水体積(m3) 

                Gw ：水の単位重量(kN/m3) 

 

          水圧鉛直成分を考慮した浮力は以下のようになる 

            Uv ＝ ( 166.977 ＋ Pfv ＋ Prv )・λ ＝ 146.336 (kN) 

v

rrvffv

U

xPxPXU
X


  = 5.606 (m) 

            ここに、 

                λ ：浮力の低減係数         λ ＝    1.000 

 

(波浪越波時) 

   ⅰ)浮力の算出 

 

Pf=13.916

Pr=44.100

Hf=1.420

Hr=4.500

 

図Ⅰ-2.8.17 波浪越波時にサンドパックに働く浮力 
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          前面水位                Hf ＝  1.420 (m) 

          背面水位                Hr ＝  4.500 (m) 

          躯体前面での水圧強度    Pf ＝ 13.916 (kN/m2) 

          躯体背面での水圧強度    Pr ＝ 44.100 (kN/m2) 

          躯体底面に作用する浮力 

cj
rf BB

PP
U 




2
 = 321.989 (kN) 

 

          作用位置（躯体前面から） 

  j
rf

rf B
PP

PP
X 





3

2
 = 6.513 (m) 

          ここに、 

              Bj ：土圧方向躯体幅   Bj ＝   11.100 (m) 

              Bc ：直角方向躯体幅   Bc ＝    1.000 (m) 

 

          水圧鉛直成分 

            前面側水圧鉛直成分 Pfv ＝ Vf・Gw ＝ -0.896 × 9.800 ＝ -8.783 (kN) 

            作用位置            xf ＝ 0.421 (m) 

            背面側水圧鉛直成分 Prv ＝ Vr・Gw ＝ -9.000 × 9.800 ＝ -88.200 (kN) 

            作用位置            xr ＝ 9.767 (m) 

 

            ここに、 

                Vf ：前面水体積(m3) 

                Vr ：背面水体積(m3) 

                Gw ：水の単位重量(kN/m3) 

 

          水圧鉛直成分を考慮した浮力は以下のようになる 

            Uv ＝ ( 321.989 ＋ Pfv ＋ Prv )・λ ＝ 225.006 (kN) 

v

rrvffv

U

xPxPXU
X


  = 5.475 (m) 

            ここに、 

                λ ：浮力の低減係数         λ ＝    1.000 
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  ５）作用力の集計 

   a)常時 

 

 

図Ⅰ-2.8.18 常時にサンドパックに働く自重および土圧 

 

表Ⅰ-2.8.14 常時にサンドパックに働く自重および土圧 

項  目 
鉛直力 

Ni (kN) 

水平力 

Hi(kN) 

アーム長 回転モーメント(kNm) 

Xi (m) Yi (m) 
Mxi＝ Ni・

Xi 

Myi＝ Hi・

Yi 

自    重  479.250    0.000 5.550 0.000   2659.837       0.000  

浮  力 -146.336    0.000 5.606 0.000   -820.347       0.000  

背面静水圧    0.000   13.340 0.000 0.550      0.000       7.337  

前面静水圧    0.000   -9.880  0.000 0.473      0.000      -4.677   

土    圧  252.721   83.903 9.767 1.500   2468.342      125.854  

合    計  585.635   87.363 ── ──   4307.833      128.515  

  b)波浪越波時 

 

 

図Ⅰ-2.8.19 波浪越波時にサンドパックに自重・浮力・背面静水圧および土圧 
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表Ⅰ-2.8.15 波浪越波時にサンドパックに働く自重・浮力・背面水圧および土圧 

項  目 
鉛直力 

Ni(kN) 

水平力 

Hi(kN) 

アーム長 回転モーメント(kN.m) 

Xi (m) Yi (m) 
Mxi＝ Ni・

Xi 

Myi＝ Hi・

Yi 

自    重   479.250    0.000 5.550 0.000    2659.837       0.000  

浮    力  -225.006     0.000 5.475 0.000   -1231.808       0.000  

背面静水圧     0.000    99.225 0.000 1.500      0.000     148.838  

前面静水圧     0.000    -9.880  0.000 0.473      0.000      -4.677   

土    圧   136.994    45.482 9.767 1.500   1338.029      68.223  

合    計   391.238   134.827 ── ──   2766.058     212.384  

 

  c)地震時 

 

 
図Ⅰ-2.8.20 地震時にサンドパックに働く自重および土圧 

 

表Ⅰ-2.8.16 地震時にサンドパックに働く自重および土圧 

項  目 
鉛直力 

Ni (kN) 

水平力 

Hi (kN) 

アーム長 回転モーメント(kNm) 

Xi (m) Yi (m) 
Mxi＝ Ni・

Xi 

Myi＝ Hi・

Yi 

自    重   479.250    62.302 5.550 1.827   2659.837     113.856  

浮    力  -146.336     0.000 5.606 0.000   -820.347       0.000  

背面静水圧     0.000    13.340 0.000 0.550      0.000       7.337  

前面静水圧     0.000    -9.880  0.000 0.473      0.000      -4.677   

土    圧   208.863    69.342 9.767 1.500   2039.978     104.013  

合    計   541.777   135.104 ── ──   3879.469     220.529  
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d)転倒に対する安定 


 

V

MM
d tr

 

        ここに、 

                d ：底版つま先から合力の作用点までの距離(m) 

              ΣMr：底版つま先回りの抵抗モーメント(kNm) 

              ΣMt：底版つま先回りの転倒モーメント(kNm) 

              ΣV ：底版下面における全鉛直荷重(kN) 

 

d
B

e 
2

 

        ここに、 

               e ：合力の作用点の底版中央からの偏心距離(m) 

               B ：底版幅(m), B ＝ 11.100 

                ea＝ B／n 

        ここに、 

               ea：許容偏心距離(m)、n ：安全率 

表Ⅰ-2.8.17 転倒に対する計算結果 

荷重状態 ΣMr(kN.m) ΣMt(kN.m) ΣV(kN) d(m) 
e           ea 

(m)         (m) 

常 時  4307.833     128.515   585.635 7.136 1.586  ≦   1.850 

波浪越波時  2766.058     212.384   391.238 6.527 0.977  ≦   1.850 

地震時  3879.469     220.529   541.777 6.754 1.204  ≦   3.700 
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e)滑動に対する安定性 


 


H

BCV
F B

S


 

      ここに、 

            ΣV：サンドパック底版下面における全鉛直荷重(kN) 

            ΣH：サンドパック底版下面における全水平荷重(kN) 

             μ：底版と支持地盤の間の摩擦係数, μ3＝0.69（Ａ社 SPS-750 の試験値） 

μ3＝0.71（Ｂ社改良仕様の試験値） 

     サンドパック間の摩擦係数  μ1 = 1.96（Ａ社 SPS-750 の試験値） 

                    ｛μ1 = 1.40（Ｂ社改良仕様の試験値）｝ 

             CB：底版と支持地盤の間の付着力(kN/m2), CB ＝ 0.000 

             B'：有効載荷幅(m) 

 

表Ⅰ-2.8.18 滑動に対する計算結果 

荷重状態 
鉛直荷重 

ΣV(kN) 

水平荷重

ΣH(kN) 

安全率   必要安全率 

Fs          Fsa 

最小安全率サンドパ

ック位置 

常 時   585.635     87.363 
 4.625  ≧  1.500 

｛ 4.759  ≧  1.500｝ 

最下段サンドパック

波浪越波時   391.238    134.827 
 2.002  ≧  1.500 

｛ 2.060  ≧  1.500｝ 

最下段サンドパック

地震時   541.777    135.104 
 2.767  ≧  1.200 

｛ 2.847  ≧  1.200｝ 

最下段サンドパック

｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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５）円弧すべりに対する照査 

  

表Ⅰ-2.8.19 円弧すべりに対する計算結果 

常 時 波浪越波時 地震時 

最小安全率 = 1.518 

円の中心 X 座標値(m) = 37.82 

         Y 座標値(m) = 28.45 

       円の半径 R(m) = 19.45 

抵抗モーメント(kNm) = 19225.4 

起動モーメント(kNm) = 12660.8 

最小安全率 = 1.247 

円の中心 X 座標値(m) = 37.61 

         Y 座標値(m) = 31.45

       円の半径 R (m) = 21.45

抵抗モーメント(kNm) = 15330.4

起動モーメント(kNm) = 12291.8

最小安全率 = 1.135 

円の中心 X 座標値(m) = 38.82 

         Y 座標値(m) = 30.95

       円の半径 R (m) = 21.95

抵抗モーメント(kNm) = 20724.6

起動モーメント(kNm) = 18254.2

 

 
図Ⅰ-2.8.21 円弧すべり図（常時） 

 

▽TP+2.65 
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図Ⅰ-2.8.22 円弧すべり図（波浪越波時） 

 

 
図Ⅰ-2.8.23 円弧すべり図（地震時） 
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６）その他ケースの計算結果 

その他のケースして、海側のり面を 1.7 割とした場合、5 分とした場合、海側のり面を 1.3 割とし積み段数を

２段、養浜盛土 1.5m を施した場合の計算結果を下記に示す。 

 

a) 1:1.7 の場合 

 
図Ⅰ-2.8.24 計算モデル図(1:1.7 の場合) 

 

表Ⅰ-2.8.20 計算結果の総括 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 
10.291（OK） 

｛ 7.351（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 
11.833（OK） 

｛ 8.452（OK）｝ 
－ － 

1 段目 4.5 
3.738（OK） 

｛3.847（OK）｝ 
1.667m（OK） 1.485（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 5.490（OK） 

｛3.922（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 5.195（OK） 

｛3.711（OK）｝ 
－ － 

1 段目 4.5 1.635（OK） 

｛1.682（OK）｝ 
1.098m（OK） 1.242（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 

 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 3.700m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

3 段目 1.5 7.841（OK） 

｛5.601（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 8.073（OK） 

｛5.766（OK）｝ 
－ － 

1 段目 4.5 2.347（OK） 

｛2.415（OK）｝ 
1.290m（OK） 1.120（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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b) 1:0.5 の場合 

 
図Ⅰ-2.8.25 計算モデル図(1:0.5 の場合) 

 

表Ⅰ-2.8.21 計算結果の総括 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 
10.291（OK） 

｛ 7.351（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 
19.687（OK） 

｛14.062（OK）｝ 
－ － 

1 段目 4.5 
12.944（OK） 

｛13.319（OK）｝ 
1.426m（OK） 1.621（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 5.490（OK） 

｛3.922（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 8.003（OK） 

｛5.717（OK）｝ 
－ － 

1 段目 4.5 3.570（OK） 

｛3.673（OK）｝ 
0.732m（OK） 1.291（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 

 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 3.700m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

3 段目 1.5 7.841（OK） 

｛5.601（OK）｝ 
－ － 

2 段目 3.0 11.631（OK） 

｛ 8.308（OK）｝ 
－ － 

1 段目 4.5 5.195（OK） 

｛5.345（OK）｝ 
1.082m（OK） 1.175（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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c) 1:1.3（積み段数２段、養浜盛土高 1.5m）の場合 

 
図Ⅰ-2.8.26 計算モデル図(ピラミッドの場合) 

 （B=4m・H=1.5m サンドパック 2 段積み、養浜盛土 1.5m の場合） 

 

表Ⅰ-2.8.22 計算結果の総括 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.183m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

2 段目 1.5 5.564（OK） 

｛3.974（OK）｝ 
－ － 

1 段目 3.0 2.656（OK） 

｛2.733（OK）｝ 
1.176m（OK） 1.304（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良品の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 

 

②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.183m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

2 段目 1.5 3.742（OK） 

｛2.673（OK）｝ 
－ － 

1 段目 3.0 1.757（OK） 

｛1.808（OK）｝ 
0.898m（OK） 1.227（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良仕様の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71）を用いて計算した結果を示す。 
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③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 2.366m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

2 段目 1.5 5.043（OK） 

｛3.602（OK）｝ 
－ － 

1 段目 3.0 1.943（OK） 

｛1.999（OK）｝ 
0.901m（OK） 1.011（OK） 

裸書はＡ社 SPS-750 の摩擦係数（μ1 = 1.96、μ3 = 0.69）を、｛ ｝内は、Ｂ社改良仕様の摩擦係数（μ1 = 1.40、

μ3 = 0.71 ）を用いて計算した結果を示す。 
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７）摩擦係数試験値が無い場合の計算結果 

 摩擦係数試験値が無い場合は、表Ⅰ-2.8.1 に（）で示される値（サンドパックとサンドパックの摩擦係

数μ＝0.7、基礎地盤とサンドパックの摩擦係数μ＝0.5）を上限値として計算するが、前述の計算例につ

いて計算した結果を下表に示す。 

 表より、1:1.3 の場合、1:1.7 の場合および 1:1.3（積み段数２段、養浜盛土高 1.5m）の場合で、②波

浪越波時のケースにおいて、滑動に対する安全率が所定の安全率を満たさないことがわかる。 

 

a)1:1.3 の場合 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 3.676（OK） － － 

2 段目 3.0 4.622（OK） － － 

1 段目 4.5 3.352（OK） 1.586m（OK） 1.518（OK） 

 

②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 1.961（OK） － － 

2 段目 3.0 2.077（OK） － － 

1 段目 4.5 1.451（NG） 0.977m（OK） 1.247（OK） 

 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 3.700m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

3 段目 1.5 2.801（OK） － － 

2 段目 3.0 3.101（OK） － － 

1 段目 4.5 2.005（OK） 1.204m（OK） 1.135（OK） 
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b)1:1.7 の場合 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 3.676（OK） － － 

2 段目 3.0 4.226（OK） － － 

1 段目 4.5 2.709（OK） 1.667m（OK） 1.485（OK） 

 

②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 1.961（OK） － － 

2 段目 3.0 1.855（OK） － － 

1 段目 4.5 1.185（NG） 1.098m（OK） 1.242（OK） 

 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 3.700m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

3 段目 1.5 2.801（OK） － － 

2 段目 3.0 2.883（OK） － － 

1 段目 4.5 1.700（OK） 1.290m（OK） 1.120（OK） 
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 c)1:0.5 の場合 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 3.676（OK） － － 

2 段目 3.0 7.031（OK） － － 

1 段目 4.5 9.380（OK） 1.426m（OK） 1.621（OK） 

 

②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.850m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

3 段目 1.5 1.961（OK） － － 

2 段目 3.0 2.858（OK） － － 

1 段目 4.5 2.587（OK） 0.732m（OK） 1.291（OK） 

 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 3.700m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

3 段目 1.5 2.801（OK） － － 

2 段目 3.0 4.154（OK） － － 

1 段目 4.5 3.764（OK） 1.082m（OK） 1.175（OK） 
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d) 1:1.3（積み段数２段、養浜盛土高 1.5m）の場合 

①常 時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.183m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

2 段目 1.5 1.987（OK） － － 

1 段目 3.0 1.924（OK） 1.176m（OK） 1.304（OK） 

 

②波浪越波時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.50] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 1.183m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.20] 

2 段目 1.5 1.337（NG） － － 

1 段目 3.0 1.273（NG） 0.898m（OK） 1.227（OK） 

 

③地震時 

検討断数 
検討高さ 

(m) 

滑動に対する安全率

[許容安全率 1.20] 

転倒に対する偏心量

[許容偏心量 2.366m]

円弧すべりに 

対する安全率 

[許容安全率 1.00] 

2 段目 1.5 1.801（OK） － － 

1 段目 3.0 1.408（OK） 0.901m（OK） 1.011（OK） 
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Ⅰ-2.9 浜崖後退量の照査 

浜崖後退量の照査は、浜崖後退予測量が浜崖後退許容量以下となっていることを確認することにより実施す

ることを標準とする。 

浜崖後退予測量の上限は、浜崖の後退あるいは養浜によりサンドパック積層体背後に土砂が供給される条件

であれば、サンドパック積層体天端高を起点にバームを形成する勾配で引いた線が、計画波浪のうちあげ高（海

底地形と浜崖後退抑止工の断面形状によって決まる）に相当する高さにぶつかる位置で算定することを推奨す

る。 

 

 

図Ⅰ-2.9.1 浜崖後退量の照査法 

解  説 

 浜崖後退量の照査は、浜崖後退抑止工のサンドパック積層体の天端高さ、養浜盛土高、設置位置、計画波浪

うちあげ高により予測される浜崖後退量が、浜崖の原位置と浜崖管理ラインとの差で決まる後退許容量以下と

なっているか照査するものである。浜崖管理ラインは侵食対策や海岸保全の全体計画において設定される。 

浜崖後退量の算出方法は、複雑な計算をすることなく求めることができるよう断面実験の結果をもとに考え

たものである。断面実験の結果は現地で考えられる波浪条件を全て網羅したものではないことから、今後、現

地での実績等によって改訂される可能性があるものである。 

 水理実験で見られたサンドパック積層体を越波した際の背面養浜盛土の地形形成状況を図Ⅰ-2.9.2 に示す

19)。実験の観察から、背面養浜盛土の地形変化は越波した流れにより生じる。地形を形成する際に供給される

土砂は浜崖急斜面から崩壊した土砂である。波打ち際のバーム地形は波浪によってうちあげられた土砂及び砂
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浜を形成している砂が持ち去られる際の引波時の流砂が供給源となって波浪とバランスするよう形成されて

いると考えられる。サンドパック積層体背面においても、浜崖急斜面から供給される土砂とサンドパック積層

体を越波した波浪の流れがバランスして地形を形成する点が同様のものと考え、枠書きの簡易法を示したもの

である。今後遡上帯の地形形成機構に関する研究が進展し、より合理的な評価法が提示されることが期待され

る。 

 

 

図Ⅰ-2.9.2 水理模型実験によるサンドパックを越えた波による地形変化 19) 

 

図Ⅰ-2.9.3 には、現地の浜崖後退に伴う断面地形の変化実態の例を示す。図に示すように浜崖の勾配・基

部高及び前浜の勾配は大きく変わらずに徐々に平行移動する。これは、前浜勾配は砂と波浪によりバームの勾

配を、浜崖は締固めとほどよい水分保持等によるせん断抵抗により安息角より急な崖を形成し、全体で一種の

平衡断面を形成しているためと考えられる。 
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図Ⅰ-2.9.3 無構造物海浜での前浜と浜崖の後退形態（宮崎海岸住吉地先） 

 

平均的な浜崖基部高 T.P.+3.5～4m 
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Ⅰ-2.10 吸出し、施工端処理の照査 

サンドパック積層体を構成するサンドパックの突合せ部から背面の養浜盛土材が吸出されると浜崖の後退

抑止効果が低下し、サンドパックも流失しやすくなる。また、吸出しが生じた場合には海岸利用者の安全が損

なわれる。サンドパックの突合せ部には背面養浜盛土材の吸出しを防止する措置を講じることを標準とする。 

高波がサンドパック積層体を越波する際には、端部に引波時の流れが集中し、背面の養浜盛土材が流出する

おそれがある。背面の養浜盛土材流出は、浜崖の後退抑止効果とサンドパックの安定性を低下させるため、サ

ンドパック積層体の施工端に流れが集中しにくくなるよう処理を施すことを標準とする。 

解  説 

サンドパック突合せ部からの吸出し、サンドパック積層体の施工端処理については照査すべき性能が明らか

になっている訳ではないので、それぞれに対する適切な措置がなされていることをもって照査したこととみな

すことにした。 

サンドパック突合せ部の吸出し防止措置としては、写真Ⅰ-2.10.1、写真Ⅰ-2.10.2 に示すようなサンドパ

ック間の突合せ部に隙間が生じないようにする形状の工夫、写真Ⅰ-2.10.3 に示す吸出しを防止するように袋

材を活用する工夫、写真Ⅰ-2.10.4 に示すように突合せ部にフィルター材と吸出し防止材を敷設する工夫等が

考えられる。 

サンドパック積層体の施工端処理は、写真Ⅰ-2.10.5 に示すように引波時の流れが集中しないようサンドパ

ック積層体施工端を L 字型にする工夫、既設護岸に接合する等が考えられる。サンドパック積層体を L 字型に

する工夫においては、写真Ⅰ-2.10.6、写真Ⅰ-2.10.7 に示すように、サンドパック積層体の天端高と同じ天

端高で袋詰め玉石等を積み上げて作成する方法等も考えられる。 

 

１）サンドパック突合せ部の吸出し防止措置 

 

写真Ⅰ-2.10.1 筒へ差し込み連接する方法 

   
写真Ⅰ-2.10.2 凸凹で結合する方法  図Ⅰ-2.10.1 写真Ⅰ-2.10.2 の差し込み 
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（特許出願中）            結合の仕組み 

 

 

図Ⅰ-2.10.2 背後の養浜盛土を吸い出す水みちが生じる可能性がある突合せ 

 

 
写真Ⅰ-2.10.3 全体を袋材で巻き込む方法 

 

 

写真Ⅰ-2.10.4 突合せ部背後に設置したフィルタ材料 

 

写真Ⅰ-2.10.1の工夫では、突き込みが足りない、あるいは充填が十分でないと、写真Ⅰ-2.2.5 のように

間隔が空き養浜盛土の吸出し・侵食に繋がるので注意が必要である。 

写真Ⅰ-2.10.2 は、図Ⅰ-2.10.1 のようにあらかじめ凹側と凸側に定められた端部を充填前に差し込み凸側

から充填し後に凹側を充填することで密な結合を行おうとする方法である。 
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写真Ⅰ-2.10.3 は、突合せ部を含めて外側を袋材で包むことで養浜盛土の吸出しを防ごうとするものである。

この方法では、充填時に生じるサンドパックの変形に伴い外側袋材の「よれ」が生じる可能性、サンドパック

同志の突合せが十分でないと写真Ⅰ-2.2.5 と同様に外側袋材に空洞が残り外側袋材が垂れる可能性があり、

養浜盛土の吸出しや袋材の破損の原因となるので施工に注意を要する。 

写真Ⅰ-2.10.4 は、網素材でできたフィルタ材料を吸出しが発生しやすい突合せ部や端部に設置する方法で

ある。ネット素材に入れる材料は、底質との境界において十分流速が低減する粒径を用いることが望ましい。

これについて、緩傾斜堤の裏込め工と同等に考えフィルタ厚さは 50cm 以上とし網素材の中詰材は 30mm 程度

とするのが実績から妥当と考えられる。 

 

２）端部処理 

 
写真Ⅰ-2.10.5 L 字型にサンドパックを設置した端部処理 

 

 

写真Ⅰ-2.10.6 袋詰め玉石と砕石による端部処理 
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写真Ⅰ-2.10.7 網材ファルターによる端部処理 

 

端部処理は、解説の冒頭に記したように写真Ⅰ-2.10.5 のように端部をサンドパックで L 字型に巻き込むか

後退が生じない既設護岸に突合せることを基本とする。写真Ⅰ-2.10.6 の事例においては、袋詰め玉石だけで

なくその内側へより細かな砕石を投入して透水性を下げ引波時の浸透水の流速を低減させる工夫も行ってい

る。袋詰め玉石だけでは透水性が高いため、引波時の浸透水の流速が十分に低減せず背面養浜盛土の吸出しが

生じる可能性が高いと考えたからである。現地実験等の結果によれば、サンドパック背後の養浜盛土の吸出

し・侵食が生じるのは、越波した波が引波時に袋材が損傷を受けサンドパック天端高が部分的に低下した箇所

や施工端に集中することによる（Ⅰ-2.2 参照）。これらを防ぐためには、引波を端部等に集中させないこと、

引波時の浸透水の流速を十分に低減させることが重要と考えられ、これによって背面養浜盛土の土砂損失を防

止・軽減することができる。加えて、写真Ⅰ-2.10.5～写真Ⅰ-2.10.7の端部処理は、その奥行きが十分であ

れば前述の機能を果たすことに加えて上手・下手側の浜崖後退抑止工・護岸未施工区間の侵食からの被災に対

処することも兼ねることができる。 
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Ⅰ-2.11 修復性の照査 

浜崖後退抑止工を構成するサンドパックおよびサンドパック積層体、背面養浜盛土について下記に示す修復

性が確保されており、維持管理計画も適切に作成されていることを確認する。 

（１）サンドパック 

   破損が発生した場合に縫合等の補修が可能である。 

（２）サンドパック積層体 

   袋詰め玉石や大型土のう等による応急復旧措置が行える。 

（３）背面養浜盛土 

   養浜盛土の修復に必要な重機が走れるだけの幅がある。 

解  説 

浜崖後退抑止工はⅠ-2.10 までの照査をおこなうことで、事前に想定した事象に対しての安全性は確保され

たものであるが、万が一、損傷等が生じた場合にも修復が可能なようにしておく必要がある。 

これまでの施工実績でみられた被災では、前面砂浜の想定以上の低下によるサンドパックの変形→サンドパ

ック袋材縫合部の破損→中詰材流失→パック天端の沈下→背面養浜盛土流失→部分的な浜崖の後退等が見ら

れた。サンドパック袋材の破損には、上記前面砂浜の地盤低下以外に施工時あるいはその後の重機の接触によ

ると思われる事例もあった。Ⅰ-3 の照査により基本的には破損が生じないサンドパックになるが、前面砂浜の

地盤低下量の評価は難しく想定以上の低下や人為的な損傷が発生する可能性は否定できないことから修復性

の確保が必要となる。 
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